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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1)連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第57期、第58期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、当期純損失が計上されているため記載して

おりません。 

３．第54期、第55期ならびに第56期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．第57期、第58期の自己資本利益率及び株価収益率につきましては、当期純損失が計上されているため記載し

ておりません。 

５．平成14年10月１日での三菱建設株式会社との合併により、第55期の売上高、純資産額、総資産額等が増加し

ております。 

６．第58期より、「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第6号 平成15年10月31日）を適用しております。 

回次 第54期 第55期 第56期 第57期 第58期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高（百万円） 91,809 136,594 161,477 152,356 154,049 

経常利益（百万円） 3,051 4,234 1,807 923 751 

当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円） 
1,196 979 585 △1,408 △2,752 

純資産額（百万円） 30,381 34,666 35,184 31,597 29,248 

総資産額（百万円） 77,580 136,395 126,704 121,831 124,340 

１株当たり純資産額（円） 1,091.70 867.36 880.38 791.17 732.57 

１株当たり当期純利益又は当

期純損失（△）金額（円） 
42.99 30.86 16.52 △44.20 △85.41 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 39.2 25.4 27.8 25.9 23.5 

自己資本利益率（％） 4.2 3.0 1.7 － － 

株価収益率（倍） 9.2 13.4 29.6 － － 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
893 8,050 2,660 1,589 △3,514 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△2,037 △1,389 △99 109 80 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
1,456 △2,321 △1,109 △660 △1,106 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
5,952 16,535 17,982 19,012 14,481 

従業員数（人） 1,599 2,611 2,475 2,422 2,275 



(2)提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第54期の１株当たり配当額には、創立50周年記念配当５円を含んでおります。 

３．第57期、第58期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、当期純損失が計上されているため記載して

おりません。 

４．第54期、第55期ならびに第56期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

５．第57期、第58期の自己資本利益率、株価収益率及び配当性向につきましては、当期純損失が計上されている

ため記載しておりません。 

６．平成14年10月１日での三菱建設株式会社との合併により、第55期の売上高、純資産額、総資産額等が増加し

ております。 

７．第58期より、「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第6号 平成15年10月31日）を適用しております。 

回次 第54期 第55期 第56期 第57期 第58期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高（百万円） 86,413 128,515 152,527 143,814 144,124 

経常利益（百万円） 2,424 3,714 1,569 1,049 656 

当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円） 
823 701 478 △1,231 △2,751 

資本金（百万円） 4,218 4,218 4,218 4,218 4,218 

発行済株式総数（千株） 27,830 40,037 40,037 40,037 40,037 

純資産額（百万円） 29,655 33,860 34,278 30,838 28,487 

総資産額（百万円） 75,276 131,765 121,497 117,289 119,042 

１株当たり純資産額（円） 1,065.62 847.18 857.67 772.15 713.48 

１株当たり配当額（円） 

(内１株当たり中間配当額)

（円） 

15.00 

（－）

10.00 

(5.00)

10.00 

(5.00)

10.00 

(5.00)

10.00 

(5.00)

１株当たり当期純利益又は当

期純損失（△）金額（円） 
29.60 21.64 13.23 △38.74 △85.37 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 39.4 25.7 28.2 26.3 23.9 

自己資本利益率（％） 3.0 2.2 1.4 － － 

株価収益率（倍） 13.34 19.1 37.0 － － 

配当性向（％） 50.7 46.2 75.6 － － 

従業員数（人） 1,276 2,197 2,017 1,967 1,831 



２【沿革】 

昭和27年３月 東日本重工業株式会社（現三菱重工業株式会社）が数年に亙り試作、研究を行なってきたプレスト

レスト・コンクリート製品の製造を本格的に企業化するため、同社七尾造船所の諸施設及び従業員

を引継ぎ同社の現物出資40,000千円とその他より10,000千円の現金出資を得てピー・エス・コンク

リート株式会社を設立し、東京都千代田区に本社、石川県七尾市に七尾工場設置 

昭和27年11月 神奈川県小田原市に鴨宮工場（平成元年小田原工場に改称）設置 

昭和29年６月 兵庫県伊丹市に伊丹工場設置 

昭和29年７月 岡山県倉敷市に水島工場設置 

昭和33年10月 岩手県北上市に北上工場設置 

昭和33年12月 山形県東根市に神町工場設置 

昭和34年４月 東京・大阪・福岡・仙台等の営業所に工事施工部門を設置 

昭和34年９月 滋賀県水口町に水口工場（現滋賀工場）設置 

昭和37年６月 東京証券取引所市場第二部に当社株式を上場 

昭和39年３月 建設コンサルタントの関係会社、ジャパン・コンサルタンツ株式会社を設立 

昭和44年８月 福岡県久留米市に久留米工場設置 

昭和46年９月 東京・大阪・福岡（現九州）及び仙台（現東北）各営業所を支店に改称 

昭和48年７月 建設業法の改正に伴い、建設大臣許可（特－48）第1271号を取得（以後３年毎に許可更新） 

昭和50年10月 海外事業に積極的進出を図るため、海外事業部を設置 

昭和55年10月 建設用資機材の製造・販売を目的とする関係会社、株式会社秦野製作所を設立 

昭和56年４月 新潟県六日町に六日町工場、北海道小樽市に銭函工場設置 

昭和59年10月 損害保険代理業の関係会社、有限会社大菱（平成６年株式会社大菱に組織変更）を設立 

昭和62年７月 土木建築構造物の設計、施工管理及び工事の請負を目的とする関係会社、新栄エンジニアリング株

式会社を設立 

昭和64年１月 北陸・名古屋・広島・札幌各事務所を支店に改称 

平成元年11月 インドネシア共和国にコンクリート二次製品の製造販売を目的とする関係会社、株式会社コンポニ

ンド・ベトンジャヤを設立 

平成３年４月 不動産の所有賃貸業を目的とする銭函土地有限会社を買収 

平成３年８月 土木建築構造物の維持・補修を目的とする関係会社、株式会社ニューテックを設立 

平成３年10月 社名をピー・エス・コンクリート株式会社から株式会社ピー・エスに変更 

平成５年３月 伊丹工場を閉鎖 

平成７年12月 兵庫県加西市に兵庫工場設置 

平成８年４月 茨城県玉造町に茨城工場、宮崎県日向市に宮崎工場設置 

平成８年４月 コンクリート二次製品製造販売の関係会社、株式会社茨城ピー・エスを設立 

平成８年９月 東京証券取引所市場第一部に当社株式を上場 

平成９年７月 建設業法による特定建設業者として建設大臣許可（特－９）第1271号を取得（以後５年毎に許可更

新） 

平成10年９月 六日町工場を閉鎖 

平成11年４月 コンクリート二次製品製造の関係会社、株式会社宮崎ピー・エスを設立 

平成11年10月 土木建設用機器の運用管理等を目的とする関係会社、株式会社ピーエス機工を設立 

平成13年10月 免震建築構造物の技術開発及びコンサルティングを目的とする関係会社、株式会社ピーシー建築技

術研究所を設立 

平成14年３月 神奈川県小田原市に技術研究所設置 

平成14年７月 小田原工場を閉鎖 

平成14年８月 宅地建物取引業法による宅地建物取引業者として国土交通大臣（１）第6332号を取得（以後５年毎

に免許更新） 

平成14年９月 関係会社である株式会社ジャス・コンサルタンツ（元ジャパン・コンサルタンツ株式会社）を解散 

平成14年10月 三菱建設株式会社と合併、社名を株式会社ピー・エスから株式会社ピーエス三菱に変更 

合併により康和建設株式会社、菱建商事株式会社、菱建基礎株式会社、タイ菱和建設株式会社を関

係会社として承継 

平成14年12月 本社・東京土木支店・東京建築支店を東京都中央区銀座に移転 

平成15年１月 関係会社である銭函土地有限会社と合併 

平成15年４月 関係会社である菱建商事株式会社は同社を存続会社として関係会社である株式会社大菱と合併 

平成15年12月 工事用機器の賃貸業を目的とする関係会社、ハイアックケーソン株式会社及び、土木建築構造物の

基礎工事を目的とする関係会社、株式会社ヤマハ化工大阪の株式取得 

平成16年７月 ベトナム社会主義共和国にコンクリート二次製品の製造販売を目的とする関係会社、ＶＩＮＡ－Ｐ

ＳＭＣプレキャストコンクリート合弁会社を設立 

平成16年10月 アメリカ合衆国に土木建築工事の請負を主な目的とする関係会社、ＰＳＭコンストラクションＵＳ

Ａ株式会社を設立 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社、子会社13社、関連会社５社及びその他の関係会社１社で構成され、建設事業を主な事業の

内容としております。 

 当社グループの事業に係わる位置付け及び事業部門別との関連は次のとおりであります。 

 なお当社は事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門別によって記載しております。 

 以上について事業系統図を示すと次のとおりであります。 

 関係会社の一部は複数の事業を行っており、上記区分は代表的な事業内容により記載しております。 

建設事業 当社はプレストレスト・コンクリート工事、その他一般土木建築工事の請負等及びＰＣ製品

等の製造販売を営んでおります。 

  また、連結子会社である㈱ニューテックは土木建築構造物の補修工事の請負等、㈱茨城ピ

ー・エス及び㈱宮崎ピー・エスは工場製品の製作請負等、㈱ピーエス機工及びハイアックケー

ソン㈱は土木建築工事用機器の管理運用等、康和建設㈱は舗装工事の請負等、菱建基礎㈱及び

㈱ヤマハ化工大阪は土木建築構造物の基礎工事の請負等、新栄エンジニアリング㈱は土木建築

工事の請負等、ＰＳＭコンストラクションＵＳＡ㈱は、プレストレスト・コンクリート工事の

請負等を行っております。また、当社が施工するにあたり、施工の一部を各社に発注しており

ます。 

  持分法適用関連会社であるエー・エム・エンジニアリング㈱は土木建築資材の販売を営んで

おり、タイ菱和建設㈱は土木建築工事の請負等を行っております。 

 その他の関係会社である三菱マテリアル㈱より資材等を購入しております。また、同社から

は工事の一部を受注しております。 

製造事業 連結子会社である㈱秦野製作所は建設工事用資材を製作販売しており、㈱コンポニンド・ベ

トンジャヤ及び持分法適用関連会社であるＶＩＮＡ－ＰＳＭＣプレキャストコンクリート合

弁会社はコンクリート製品の製造販売を営んでおります。 

その他の事業 当社は不動産の販売・賃貸及び仲介を営んでおります。また連結子会社である菱建商事㈱は

損害保険代理業及び不動産事業等、持分法適用関連会社である㈱ピーシー建築技術研究所は

免震建築構造物の技術開発やコンサルティングを営んでおります。 



４【関係会社の状況】 

名称 住所 
資本金 

(百万円) 
主要な事業の内容 

議決権の所

有割合又は

被所有割合

（％） 

関係内容 

（連結子会社）      

㈱ニューテック 
東京都 

豊島区 
90 構造物の維持・補修 100 

当社は補修工事等を発注しております。 

当社と役員の兼任があります。 

当社は資金援助をおこなっております。 

㈱茨城ピー・エス 
茨城県 

行方市 
10 

コンクリート製品の

製造 
100 

当社はコンクリート製品の製造を委託して

おります。 

当社と役員の兼任があります。 

㈱宮崎ピー・エス 
宮崎県 

日向市 
10 

コンクリート製品の

製造 
100 

当社はコンクリート製品の製造を委託して

おります。 

当社と役員の兼任があります。 

㈱ピーエス機工 
東京都 

中央区 
90 

土木建築用機材の設

計、製作、賃貸、管

理運用 

100 

当社は土木建築用機材を賃借しておりま

す。 

当社と役員の兼任があります。 

当社は資金援助をおこなっております。 

新栄エンジニアリング㈱ 
東京都 

豊島区 
18 

土木建築工事の施工

管理 
71.7 

当社に従業員を派遣しております。 

当社と役員の兼任があります。 

㈱秦野製作所 
神奈川県

秦野市 
50 工事用資材製造販売 100 

当社は資材等を仕入れております。 

当社と役員の兼任があります。 

㈱コンポニンド・ベトンジャヤ 

インドネ

シア ジ

ャカルタ 

百万 

ルピア 

6,240 

コンクリート製品の

製造、販売 
100 

当社はコンクリート製品を仕入れておりま

す。 

当社と役員の兼任があります。 

当社は技術指導をおこなっております。 

菱建商事㈱ 
東京都 

中央区 
50 

損害保険代理業及び

工事用資機材販売賃

貸並びに不動産事業 

100 

当社は材料等を仕入れております。 

当社と役員の兼任があります。 

当社は資金援助をおこなっております。 

康和建設㈱ 
東京都 

北区 
50 舗装工事の請負 87 

当社は舗装工事を発注しております。 

当社と役員の兼任があります。 

当社は資金援助をおこなっております。 

菱建基礎㈱ 
東京都 

北区 
50 

土木建築構造物の基

礎工事の請負 
100 

当社は基礎工事を発注しております。 

当社と役員の兼任があります。 

当社は資金援助をおこなっております。 

ハイアックケーソン㈱ 

（注）１ 

大阪府 

堺市 
10 

土木建築工事用機器

の賃貸、管理運用 
50 

当社は建設機材を賃借しております。 

当社と役員の兼任があります。 

当社は資金援助をおこなっております。 

㈱ヤマハ化工大阪（注）１ 
大阪府 

堺市 
10 

土木建築構造物の基

礎工事の請負 
50 当社と役員の兼任があります。 

ＰＳＭコンストラクションＵＳ

Ａ㈱ 

アメリカ

サンフラ

ンシスコ 

千 

ＵＳドル 

100 

土木建築工事の請負 100 

当社と役員の兼任があります。 

当社は技術指導をおこなっております。 

当社は資金援助をおこなっております。 

 



（注）１．ハイアックケーソン㈱及び㈱ヤマハ化工大阪については当社の議決権の所有割合は100分の50以下でありま

すが、実質的に支配しているため子会社としております。 

２．議決権の被所有割合の（ ）内は間接被所有割合で内数であります。 

３．三菱マテリアル㈱は有価証券報告書を提出しております。 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 事業の種類別セグメントを記載していないため事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

 （注）従業員数は就業人員であります。 

(2）提出会社の状況 

①従業員、平均年齢、平均勤続年数及び平均給与年額 

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

②労働組合の状況 

 当社の労働組合は、ピーエス三菱労働組合と称し昭和32年８月13日に結成しております。同組合の平成18年３

月31日現在の所属組合員数は830名であります。 

 組合の活動については特記すべき事項はありません。 

名称 住所 
資本金 

(百万円) 
主要な事業の内容 

議決権の所

有割合又は

被所有割合

（％） 

関係内容 

（持分法適用関連会社）      

エー・エム・エンジニアリング

㈱ 

東京都 

中央区 
10 土木建築資材の販売 40 当社と役員の兼任があります。 

㈱ピーシー建築技術研究所 
東京都 

中央区 
30 

免震建築構造物の技

術開発及びコンサル

ティング 

33.3 
当社は設計を委託しております。 

当社と役員の兼任があります。 

タイ菱和建設㈱ 
タイ 

バンコク 

千 

バーツ 

5,000 

土木建築工事の請負 39 
当社と役員の兼任があります。 

当社は資金援助をおこなっております。 

ＶＩＮＡ－ＰＳＭＣプレキャス

トコンクリート合弁会社 

ベトナム 

ロンアン 

千 

ＵＳドル 

1,400 

コンクリート製品の

製造、販売 
30 

当社と役員の兼任があります。 

当社は技術指導をおこなっております。 

（その他の関係会社）    
被所有 

 

三菱マテリアル㈱ 

（注）２、３ 

東京都 

千代田区 
101,752 

非鉄金属製品の製

造・販売 

41.5 

（1.5） 

当社は資材等を仕入れております。 

当社は工事の一部を受注しております。 

当社と役員の兼任があります。 

  平成18年３月31日現在

事業部門の名称 従業員数（人） 

建設事業 2,049   

製造事業 188   

その他の事業 38   

合計 2,275   

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才 ヶ月） 平均勤続年数（年 ヶ月） 平均年間給与（円）

1,831   42 5  17 8  6,314,213 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善から設備投資の増加、雇用情勢の改善等による個人消費も

穏やかに増加していると見られるなど、景気はようやくデフレからの脱却への展望が開けようとしております。 

 しかしながら、建設業界におきましては、国並びに地方自治体の財政状態は相変わらず厳しく、また民間建設投資

についても明るさは見られるものの競争激化や資材価格の高騰等経営上の課題は多く、業界全体としては厳しい経営

環境が続いております。 

 このような状況のなかで、当社グループの業績は、売上高1,540億49百万円（前連結会計年度1,523億56百万円1.1%

増)となりました。 

 損益の状況につきましては、省力化・合理化による原価低減と経費の節減に懸命の努力を重ねましたが競争激化に

伴う受注単価の下落の影響を受け、経常利益は7億51百万円と（前連結会計年度9億23百万円 18.6%減）減益とならざ

るを得ませんでした。 

 当期純損益につきましては、工場等の減損損失、退職特別加算金等の特別損失26億14百万円を計上して27億52百万

円の損失（前連結会計年度14億8百万円の損失）となりました。 

 （注）「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等は含まれておりません。 

(2)キャッシュ・フロー 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

営業活動の結果、支出した資金は 35億14百万円となりました。これは主に売上債権の増加及び仕入債務の

増加によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）   

投資活動の結果、資金は 80百万円の収入となりました。これは主に有形固定資産の売却・取得によるもの

であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）    

財務活動の結果、支出した資金は 11億6百万円となりました。これは主に長期借入金の返済によるものであ

ります。 

以上により、当連結会計年度における現金及び現金同等物は 45億31百万円減少し、期末残高は 144億81百万円

となりました。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1)受注実績 

  

区分 前連結会計年度（百万円） 当連結会計年度（百万円） 増減（△）率

建設事業 150,789 147,878 △1.9％ 

製造事業 1,533 1,944 26.8％ 

その他の事業 1,739 1,828 5.1％ 

合計 154,062 151,652 △1.6％ 



(2)売上実績 

 （注） 当社グループ（当社及び連結子会社）では、生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載

しておりません。 

 なお、参考のため当社単独の事業の状況は次のとおりであります。 

①受注高、売上高、繰越高及び施工高 

 （注）１．前期以前に受注した工事で、契約の更改により請負金額に変更あるものについては、当期受注高にその増減

を含んでおります。 

２．次期繰越高の施工高は手持高のうち工事及び製品の支出金より推定したものであります。 

３．当期施工高は、（当期売上高＋次期繰越施工高－前期繰越施工高）に一致します。 

なお、不動産事業の当期施工高は当期売上高と一致しております。 

区分 前連結会計年度（百万円） 当連結会計年度（百万円） 増減（△）率

建設事業 149,097 150,308 0.8％ 

製造事業 1,533 1,944 26.8％ 

その他の事業 1,725 1,796 4.1％ 

合計 152,356 154,049 1.1％ 

 期別 種類別
前 期
繰越高 
(百万円) 

当 期
受注高 
(百万円) 

計
(百万円) 

当 期
売上高 
(百万円) 

次期繰越高 当 期
施工高 
(百万円) 

手持高
(百万円) 

うち施工高 
(百万円) 

第57期 

(自平成16年4月 1日 

至平成17年3月31日) 

      ％  

土木工事 64,457 63,498 127,956 67,704 60,251 20.6 12,394 68,161 

建築工事 59,922 77,568 137,491 70,963 66,527 13.6 9,077 72,471 

工事計 124,380 141,067 265,447 138,668 126,779 16.9 21,472 140,633 

製品 2,906 3,858 6,764 4,510 2,253 30.3 683 4,186 

不動産事業 26 689 716 635 80 － － 635 

兼業計 2,932 4,547 7,480 5,146 2,333 29.3 683 4,822 

 合計 127,312 145,615 272,928 143,814 129,113 17.2 22,155 145,455 

第58期 

(自平成17年4月 1日 

至平成18年3月31日) 

土木工事 60,251 56,361 116,613 58,731 57,881 17.4 10,067 56,404 

建築工事 66,527 77,387 143,915 81,736 62,178 14.1 8,766 81,426 

工事計 126,779 133,748 260,528 140,468 120,060 15.7 18,834 137,830 

製品 2,253 3,929 6,182 2,724 3,457 33.3 1,147 3,189 

不動産事業 80 941 1,022 930 91 － － 930 

兼業計 2,333 4,870 7,204 3,655 3,548 32.3 1,147 4,120 

 合計 129,113 138,619 267,732 144,124 123,608 16.2 19,981 141,950 



②受注工事高の受注方法別比率 

 工事の受注方法は、特命と競争に大別されます。 

③完成工事高 

 （注）１．完成工事高のうち主なものは、次のとおりであります。 

第57期請負金10億円以上の主なもの 

第58期請負金10億円以上の主なもの 

２．第57期及び第58期ともに完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はありません。 

期別 区分 特命（％） 競争（％） 計（％）

第57期 

 (自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

土木工事 22.0 78.0 100.0 

建築工事 30.0 70.0 100.0 

第58期 

 (自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

土木工事 21.3 78.7 100.0 

建築工事 29.1 70.9 100.0 

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円）

第57期 

 (自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

土木工事 50,526 17,177 67,704 

建築工事 2,657 68,306 70,963 

計 53,183 85,484 138,668 

第58期 

 (自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

土木工事 48,433 10,298 58,731 

建築工事 5,485 76,251 81,736 

計 53,918 86,549 140,468 

三菱地所㈱・㈱神戸製鋼所・

阪神電気鉄道㈱ 

カルチェリベルテ学園都市新築工事    

愛知県道路公社 道路建設工事（橋梁・横断１５－１号） 

広島防衛施設局 呉（１３）病院新設建築工事 

日本道路公団 中国横断自動車道久見トンネル工事 

学校法人国際福祉大学 学校法人国際福祉大学リハビリテーション学部棟新築工事 

三菱地所㈱ 井の頭公園パークハウス新築工事    

㈱琉球メディカルズ 医療法人ちゅうざん会ちゅうざん病院新築工事 

日本道路公団 岡山自動車道総社高架橋（ＰＣ上部工）工事 

横浜市 高速鉄道４号線早渕川工区上部土木工事 

国土交通省 橋本道路名古曽高架橋工事 



④手持工事高 

 （注） 手持工事のうち請負金額10億円以上の主なもの 

３【対処すべき課題】 

 建設業を取り巻く環境は、景気回復による民間設備投資の好調はあるものの当社の基盤である公共投資が年々減少

していく中で市場は狭まる一方であり、加えて公共工事の入札制度改革、あるいは品確法（公共工事の品質確保の促

進に関する法律）の施行によって従来の価格競争から価格と品質での総合評価への転換が進行中であり、大きな転換

期を迎えております。 

 また、会社法の制定、独占禁止法の改正等にみられるとおり、企業行動の透明性を高めるよう求められており、社

会貢献も不可欠な経営環境となっております。 

 このような背景の中で、平成１７年度は減損会計への対応や市場の縮小と競争激化に伴う受注単価の低下という悪

条件により利益の確保につきましては、目標を下回る結果となりました。 

 平成１８年度につきましては、利益の確保が不可欠であり目標の達成に向けて、中期戦略に沿った次の４点に重点

をおいて取り組んでまいります。 

①営業力の強化と技術力の強化 

 絶えずお客様のニーズを把握し、スピーディーにアイデア、技術提案のできる情報収集が重要であり、一般競争入

 札のウエイトが高まる中、高品質なものをスピーディーに、リーズナブルな価格で提供できるかどうかがポイント

 だと考えます。また技術力の強化については、当社固有のプレストレスト・コンクリート技術を核にして、他社に

 負けない技術の維持、向上を図るため研鑽に努めてまいります。 

②継続的利益の確保 

 当社グループは、グループ一丸となって企業体質をより一層強固なものとするため、組織、業務のあらゆる面での

 見直しを行い効率化を目指すとともに、徹底したコスト削減を実現してまいります。 

③ＣＳＲに取り組む姿勢 

 株主、お客様、従業員、サプライヤー、地域社会等、ステークホルダーの満足を得るために、経営トップをはじめ

 事業活動に携わる一人ひとりが自分の業務と社会との関係に強い関心を持って、公明正大の精神を基本に、社会と

 のコミュニケーションの促進を図ってまいります。 

④安全意識の徹底 

 労働災害の撲滅のため、作業指示、作業マニュアルに従った職場での地道なコンプライアンス活動を徹底、無事故

 ・無災害を目指してまいります。 

  

  （平成18年３月31日現在）

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円） 

土木工事 40,913 16,967 57,881 

建築工事 3,507 58,671 62,178 

計 44,420 75,639 120,060 

      

国土交通省 平成17年度東海環状長良川橋建設工事  平成21年３月完成予定 

中日本高速道路㈱ 東名高速道路（改築）中新田高架橋(PC上部工)北工事  平成20年11月完成予定 

独立行政法人労働者福祉機構 和歌山労災病院本館建築工事  平成21年３月完成予定 

栄泉不動産㈱ ロイヤルアークソレイス新築工事  平成18年10月完成予定 

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備 

支援機構 
東北幹、青森地区軌道スラブ製運  平成21年２月完成予定 



４【事業等のリスク】 

 当社グル－プの事業に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項としては、以下の

ようなものがあります。当社グル－プは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避および発生した場合

の対応に努める所存であります。なお、文中の将来に関する事項は当連結会計年度末現在において当社グループが判断し

たものであります。 

（１）公共事業の減少 

 土木工事における公共事業への依存度が高い当社グル－プにおいて予想以上に公共事業の削減が行われた場合に

は、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（２）発注単価のダウン 

 公共事業の発注単価の削減が予想以上に行われた場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（３）カントリーリスク 

 東南アジア等の各国で事業を展開しているため、これらの国で政変、大幅な法規制の変更等が発生した場合には、

業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（４）取引先の信用リスク 

 顧客、取引先の倒産等により、工事代金等の回収が困難になった場合には、業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

（５）資材価格の変動 

 請負金額に反映することが困難になるほど原材料価格が高騰した場合には、業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

（６）大規模災害の発生 

 事業に関し大規模な事故災害が発生した場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。また、大震災等の発生

により、経営機能や事業拠点が莫大な損傷を受けた場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（７）為替の変動 

 海外事業に関し、各国の為替レートが予想以上に変動した場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（８）金利の変動 

 金利が予想以上に高騰した場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（９）資産価額の変動 

 予想を超える経済的な変動により当社の資産価額の下落が発生した場合には、業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

（10）瑕疵担保責任及び製造物責任 

 品質管理には万全を期しておりますが、瑕疵担保責任及び製造物責任による損害賠償が発生した場合には、業績に

影響を及ぼす可能性があります。 

（11）訴訟等 

 国内外の事業等に関連しての訴訟、紛争、その他法的手続きに係る判決、和解、決定等により、業績に影響を及ぼ

す可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

 技術提携契約について 

 当社の技術提携契約の内容は下記のとおりであります。 

  契約先名 内容 契約期間 

(イ) 
極東鋼弦コンクリート振興

株式会社 

フランス、ＳＴＵＰ社のフレシネー工法の非独占的再実

施に関する技術援助の取得 

(a）同工法に使用するジャッキは契約先より有償貸与 

(b）同工法に使用するＰＣ鋼材及び定着具は契約先より

有償供与 

昭和42年７月23日か

ら昭和52年７月22日

まで 

（以後２年毎更新） 

(ロ) 株式会社白石 

スイス、ＢＢＲ社のＢＢＲＶ工法に関する非独占的再実

施権の取得使用ＰＣ鋼線の工場渡し価格に基準を置き所

定の特許権使用料を支払う 

昭和46年12月25日か

ら平成５年12月24日

まで 

（以後６年毎更新） 

(ハ) 新構造技術株式会社 

フランス、ＳＥＥＥ社のＳＥＥＥ工法に関する非独占的

再実施権の取得 

同工法に使用する定着装置ＰＣ鋼材は契約先より有償供

与 

昭和44年５月31日か

ら昭和63年６月30日

まで 

（以後２年毎更新） 

(ニ) 住友電気工業株式会社 

ドイツ、ディッカーホフビドマン社のディビダーク工法

に関する非独占的再実施権の取得 

(a）同工法に使用するＰＣ鋼材は契約先より有償供与 

(b）同工法に使用したＰＣ鋼材に基準を置き所定の再実

施料及び技術指導料を支払う 

昭和45年２月１日か

ら昭和51年６月30日

まで 

（以後１年毎更新） 

(ホ) 
株式会社シー・シー・ 

エル・ジャパン 

イギリス、シー・シー・エル・システム社のＣＣＬ工法

に関する非独占的再実施権の取得 

(a）同工法に使用するジャッキは契約先より有償貸与 

(b）同工法に使用するＰＣ鋼材定着装置は契約先より有

償供与 

昭和48年４月１日か

ら昭和49年３月31日

まで 

（以後１年毎更新） 

(ヘ) 大成建設株式会社 

ドイツ、ストラバーグ社のストラバーグ工法に関する非

独占的再実施権の取得 

(a）同工法に使用する可動支保工は原則として契約先よ

り有償貸与 

(b）同工法を使用して施工した橋体の橋面積に基準を置

き所定の再実施料を支払う 

昭和48年９月21日か

ら昭和51年９月20日

まで 

（以後１年毎更新） 

(ト) 大成建設株式会社 

ドイツ、レオンハルト社のＴ・Ｌ押出し工法に関する非

独占的再実施権の取得 

同工法を使用して施工した橋体の工事原価に基準を置き

所定の再実施料を支払う 

昭和51年５月６日か

ら昭和56年５月５日

まで 

（以後１年毎更新） 

(チ) 
プレシジョン・サーヴェイ

ランス・コーポレーション 

米国において建設実績を有する契約先より原子力発電所

格納容器のポストテンション工法に関する日本国内にお

ける専用実施権を取得 

同工法を使用して施工した格納容器の各契約毎に所定の

実施料を支払う 

昭和54年４月19日か

ら平成７年２月28日

まで 

（以後１年毎更新） 

 



  契約先名 内容 契約期間 

(リ) 清水建設株式会社 

ドイツ、ポレンスキー・ツエルナー社が開発し、清水建

設に権利を譲渡したＰ＆Ｚ工法（Ｐ＆Ｚ式移動支保工）

に関する非独占的実施権の取得 

同工法を使用して施工した上部工相当額に基準を置き、

所定の実施料を支払う 

平成元年６月14日か

ら平成６年６月13日

まで 

（以後１年毎更新） 

(ヌ) 
ブイ・エス・エル・ジャパ

ン株式会社 

スイス、ロージンガー社のＶＳＬポストテンション工法

に関する非独占的再実施権の取得 

(a）同工法に使用したＰＣ鋼材に基準を置き所定の再実

施料を支払う 

(b) 同工法はＶＳＬアンカー工法を包含しない 

昭和62年７月１日か

ら平成６年６月30日

まで 

（以後５年毎更新） 

(ル) 
アンダーソンテクノロジー

株式会社 

アメリカの法人、ＣＴＣのアンダーソンポストテンショ

ニング工法に関する非独占的再実施権の取得 

同工法に使用する資機材は契約先の認定したもの又は指

定者からの購入及び有償供与 

昭和63年４月18日か

ら平成10年４月17日

まで 

（以後５年毎更新） 

(ヲ) 曙商事株式会社 

プレキャストコンクリート部材による建物の構築方法と

プレキャストコンクリート柱の立設方法からなるＰＣ圧

着工法の再実施権の取得 

平成７年12月20日か

ら平成14年12月19日

まで 

（以後１年毎更新） 

(ワ) 
極東鋼弦コンクリート振興

株式会社 

フロンテ・ジャッキング工法に関する非独占的再実施権

の取得 

(a）同工法を使用して施工した内空利用を目的とする構

造物に対しては内空面積、また内空利用を目的とし

ない特殊構造物に対しては全断面積に基準を置き所

定の再実施料を支払う 

(b) 内径2.7ｍ未満の円形構造物は除外される 

平成８年９月１日か

ら平成13年８月31日

まで 

（以後２年毎更新） 

(カ) 
オリエンタル建設株式会社

高周波熱錬株式会社 

予め緊張力を与えた中空ＰＣ鋼棒を使用して、コンクリ

ート部材にプレストレスを導入するＮＡＰＰ工法の非独

占的実施権の取得 

同工法に使用する資機材は契約先の指定者から購入及び

有償貸与 

平成９年５月８日か

ら平成11年５月７日

まで 

（以後１年毎更新） 

(ヨ) 
株式会社安部工業所 

株式会社石井鐵工所 

内部の空気圧を外部の空気圧より高めにして、その気圧

差で支えた膜を利用してコンクリートを施工し、固化さ

せて構造物を建築するエアードーム工法の実施権の取得 

平成11年８月10日か

ら平成13年３月31日

まで 

（以後１年毎更新） 

(タ) 
バンシ・コンストラクショ

ン・グラン・プロジェクツ 

フランス、カンプノンベルナールＳＧＥ社が開発した上

下床版を波形鋼板ウェブにより接続し、波形鋼板ウェブ

とコンクリートの接合部にフランジ溶接を用いて橋梁を

構築する工法に関する実施権の取得 

平成14年11月25日か

ら平成17年11月24日

まで 

（以後３年毎更新） 

(レ) 
サブコール・コンサルティ

ング 

フィンランド、サブコール・コンサルティング社が開発

したコンクリートの表面から常時微弱な電流を鋼材に流

入させておくことにより鋼材の腐食を防止する電気防食

工法に関する技術援助の取得 

平成11年12月８日か

ら平成13年12月31日

まで 

（以後１年毎更新） 

(ソ) サブコール・アルト・オイ 

フィンランド、サブコール・アルト・オイ社が、電気防

食技術を応用して開発した、海洋構造物の付着を防止

し、鋼材腐食をも同時に防止するＧＡＦシステムの独占

販売権を取得 

平成14年５月16日か

ら平成19年５月15日

まで 



６【研究開発活動】 

 当社グループの研究開発活動は、当社において，社会のニーズを的確に把握するように技術開発部門を全社的に配

備し，プレストレストコンクリート技術および在来技術の改良，新規分野への適用を目指して，効率的に成果をあげ

る施策を講じながら積極的に推進しております。また，新しいニーズに応えるため，海外からの技術導入，情報の収

集をはじめ，産・官・学との共同研究を積極的に推進しております。 

当連結会計年度に支出した研究開発費の総額は775百万円であります。 

当連結会計年度における研究開発活動の主な成果ならびに主要案件は次のとおりであります。 

（１）超高強度材料ダックスモルタルの適用拡大 

通常の高強度コンクリ－トに比較して圧縮強度が3倍高い超高強度モルタル（ダックスモルタル）の適用拡大のた

め、低桁高PC橋（ダックスビ－ム）と携帯アンテナ用塔状構造物（ダックスポ－ル）に関する研究開発を実施いた

しました。 

ダックスビ－ムは2橋の受注が実現し、ダックスポ－ルについても1基の受注が実現いたしました。 

（２）波形鋼板ウェブを用いた新押出し工法の開発 

波形鋼板ウェブに下床版施工用のプレキャストパネルを設置した状態で押出し架設を行い、架設終了後に上下床版

の施工、プレストレスの導入により橋桁を構築する、波形鋼板ウェブPC箱桁橋の新押出し工法に関する研究開発を

実施いたしました。 

従来の仕様と異なる波形鋼板ウェブと下床版の接合構造については、50人を超える見学者を迎えて公開実験を実施

し、実構造への適用性を確認いたしました。 

（３）H型PC杭の開発 

都市土木でニーズの高いアンダーパス用プレキャスト土留め壁を構成するＨ型ＰＣ杭を開発し、東京都の駐輪場、

大阪府の護岸、宮崎県の浄水場において実績を重ねました。工事による騒音・振動や、近接構造物への影響が少な

く、コスト縮減・工期短縮にも効果がある工法です。 

（４）PCNetセグメント工法の開発 

都市部で実績の多いシールドトンネルをPC構造としたPCNetセグメント工法を開発し、大阪府市内の放水路に採用

され，初の実績とすることができました。本工法の特徴は、PC構造であるため内水圧に対応できること、優れた耐

震性能を有すること、鉄筋量・部材厚を低減できること、また内面が平滑で仕上がりが美しいことが挙げられま

す。 

（５）PCaPCコア壁の力学的性能試験 

PCaPCコア壁を有する超高層建築物の耐震システムを開発し、国土交通大臣の認定を取得しました。 

この耐震システムは高耐力のPCaPCコア壁を建築物に適宜配置することで、その他の構造部材断面寸法を小さくす

ることができ、耐震性及び経済性に優れた広い建築空間を実現できる特徴を有しております。 

更に，昨年末にPCaPCコア壁システムの力学的性能試験を実施し，その優れた構造性能の確認を行いました。 

（６）エネルギー吸収式耐震補強工法の普及活動 

既設橋梁の耐震補強技術として開発したエネルギー吸収式耐震補強工法の普及をはかるため，官公庁および関係会

社にプレゼンテーションを実施してきました。 

本工法は，高エネルギー吸収性能を有する3次元複合材料（3Dsole）を衝撃材として用いて，地震時慣性力を低減

させることによって既設橋梁の耐震性能を向上させることができ，経済性および工期短縮に優れた工法です。 

（７）PC舗装版の補強構造に関する開発 

舗装技術における技術的課題であるポンピング現象を防止する補強構造について研究し，基準化することを目的

に，独立行政法人港湾空港技術研究所および国土交通省国土技術政策総合研究所との共同研究に参画し，舗装版の

連続化構造，舗装版の目地構造およびグラウト材の研究開発を実施いたしました。 

（８）高強度PCaコンクリ－ト部材の合理的な調合検討および製造技術の確立 

高強度PCaコンクリ－トの調合をシステマテックに決定するため，5工場を対象として各季節の柱模擬部材を用いた

コア強度試験を実施し合理的な調合を検討致しました。また，温度および自己収縮によるひび割れを防止する方法

や初期養生方法などの製造技術を検討しております。 

（９）新構造システム建築物の研究開発 

府省連携プロジェクト「革新的構造材料を用いた新構造システム建築物」の研究開発に参画し、高耐久・長寿命超

耐震で内部構造可変な「新構造システム」の研究開発を実施しております。 

リユース可能なPCa床版接合部の実験を行い、所要の耐力を確認するとともに、プレストレスを導入したPCa床版の

適用有効性も同時に実証いたしました。 



（10）エコチューブにおけるSPAD（スパッド）システムの開発 

袋詰脱水処理工法（エコチューブ）専用の量産施工設備であるSPADシステム

（Slurry Pack and Decrease System）を開発しました。このシステムにより，小型袋（1.0m3）対応の生産能力が

従来の２倍強に改善するとともに環境対応型のクローズド施工（土砂飛散防止対策）が可能となります。 

  



７【財政状態及び経営成績の分析】 

１．財政状態の分析 

 文中の将来に関する事項は当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

（１）財政状態と流動性の分析 

 当連結会計年度末の総資産は1,243億40百万円となり、前連結会計年度末に比べ25億9百万円の増加となりました。

 流動資産は988億83百万円となり、前連結会計年度末に比べ62億64百万円増加しております。主な要因と致しまし

ては現金及び預金が45億31百万円、未成工事支出金が15億21百万円それぞれ減少しましたが、受取手形・完成工事未

収入金等が128億71百万円増加したことによるものであります。 

 固定資産は254億56百万円となり、前連結会計年度末に比べ37億55百万円減少しております。有形固定資産、無形

固定資産については、主に当連結会計年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用しており減損損失として土地9

億77百万円、建物・構築物8億25百万円、機械・運搬具・工具器具備品5億30百万円を計上したことにより31億28百万

円減少しております。投資その他の資産については、投資有価証券が12億84百万円増加しましたが、繰延税金資産が

取り崩し等により17億46百万円減少したことにより6億24百万円減少しております。 

 負債合計は950億36百万円となり、前連結会計年度末に比べ48億64百万円の増加となりました。 

 流動負債は主に、支払手形・工事未払金等の増加57億64百万円、預り金増加によりその他流動負債が13億40百万円

それぞれ増加し、短期借入金が3億96百万円減少したことにより65億40百万円増加しております。 

 固定負債は主に、返済による長期借入金の減少3億68百万円、退職給付債務の減少に伴う退職給付引当金の減少８

億52百万円等により16億75百万円減少しております。 

 資本の部は、その他有価証券評価差額金の増加7億48百万円、また減損損失により土地再評価差額金が5億12百万円

増加したほか、当期純損失27億52百万円の計上、株主配当金3億24百万円の実施等により、23億48百万円減少して292

億48百万円となりました。  

（２）当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況 

 営業活動によるキャッシュ・フローは35億14百万円の支出（前連結会計年度15億89百万円の収入）となりました。

これは主に、売上債権の増加額128億41百万円による減少と、仕入債務の増加額60億56百万円、たな卸資産の減少額

16億94百万円、その他負債の増加額11億94百万円等による増加によるものであります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは80百万円の収入（前連結会計年度1億9百万円の収入）となりました。これは

主に、有形固定資産の売却による収入2億47百万円、有形固定資産の取得による支出3億2百万円、貸付金の回収によ

る収入96百万円によるものであります。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは11億6百万円の支出（前連結会計年度6億60百万円の支出）となりました。こ

れは主に長期借入金の返済による支出11億94百万円によるものであります。 

 この結果、現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度より45億31百万円減少して、144億81百万円となり

ました。 

（３）キャッシュ・フロー指標のトレンド  

（注）株主資本比率：株主資本／総資産  

   時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

   債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

  ※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値によって算出しております。 

  ※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後の普通株式数）により算出しております。 

  ※営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しており 

   ます。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象として 

   おります。また、利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

  ※平成18年３月期は営業キャッシュフローがマイナスのため、債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオ

   は記載しておりません。 

  平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

  株主資本比率（％） 39.2 25.4 27.8 25.9 23.5 

  時価ベースの株主資本比率（％） 14.2 12.1 15.4 15.1 15.8 

  債務償還年数（年） 3.3 2.5 7.3 12.0 － 

  インタレスト・カバレッジ・ レシオ 34.3 39.5 11.1 12.8 － 



２．経営成績の分析 

（１）概要 

 当連結会計年度は、企業収益の改善から設備投資の増加、雇用情勢の改善等による個人消費も穏やかに増加してい

ると見られるなど、景気はようやくデフレからの脱却への展望が開けようとしておりますが、国並びに地方自治体の

財政状態は相変わらず厳しく、また民間建設投資についても明るさは見られるものの競争激化や資材価格の高騰等経

営上の課題は多く、厳しい経営環境が続いております。 

（２）売上高 

 売上高は、前連結会計年度に比べ16億93百万円（1.1％増）増加し、1,540億49百万円となりました。建設事業の売

上高は、土木工事につきましては公共建設投資減少の影響により官公庁工事が減少しましたが、建築工事が官公庁工

事と民間発注工事とも増加したことにより、建設事業としては前連結会計年度と比較して12億10百万円増加し1,503

億8百万円となりました。 

 製造事業においては、前連結会計年度と比較して4億11百万円増の19億44百万円となりました。 

 その他の事業につきましては、前連結会計年度に比べ71百万円増加し17億96百万円となりました。 

（３）売上原価、販売費及び一般管理費 

 売上原価は、前連結会計年度に比べ33億41百万円（2.4％増）増加し、1,413億29百万円となりました。売上原価の

増加は、売上高の増加に伴うものであります。また、売上総利益率は、省力化・合理化による原価低減に努めました

が、受注競争激化による受注単価の下落を吸収するまでは至らず、前連結会計年度の9.4％から1.1％低下し8.3％と

なっております。 

 販売費及び一般管理費は経費削減に努め、前連結会計年度に比べ12億80百万円（9.6％減）減少して120億22百万円

となっており、売上高に対する比率は7.8%となり前連結会計年度の8.7％から0.9％の低下となっております。 

（４）営業利益 

 営業利益は、主に売上総利益率の低下により、前連結会計年度に比べ3億68百万円（34.6％減）減少し、6億96百万

円となりました。 

（５）営業外損益 

 営業外収益では、前連結会計年度に比べ主に持分法による投資利益46百万円増加、為替差益57百万円増加などによ

り50百万円増加の2億79百万円になりました。 

 営業外費用は、主に支払利息減少20百万円、持分法による投資損失減少29百万円等により、前連結会計年度比1億

46百万円減少の2億24百万円となりました。 

（６）特別損益 

 特別利益は、主に信託受益権売却益65百万円、貸倒引当金戻入益36百万円により1億20百万円となりました。 

 特別損失は、固定資産の減損に係る会計基準の適用により減損損失23億32百万円、コース選択制導入による退職特

別加算金1億87百万円、貸倒引当金繰入額34百万円等により前連結会計年度に比較して5億50百万円増加の26億14百万

円となりました。 

（７）当期純損失 

 当期純損益は、主に営業利益の減少と特別損失計上額の増加等により、当期純損失27億52百万円となりました。

（前連結会計年度は当期純損失14億8百万円を計上しております。） 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度における当社グループ（当社及び連結子会社）のうち、建設事業部門の設備投資は３億１百万円で

あり、その主なものは工事用機械46百万円であります。 

  製造事業部門、その他事業部門では重要な投資はありません。 

 （注）「第３ 設備の状況」における各事項の記載については、消費税等は含まれておりません。 

２【主要な設備の状況】 

当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、次のとおりであります。 

（1）提出会社 

事業所名 

（所在地） 

事業部門等

の名称 
設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数 

（人） 建物・構築

物 

機械・運搬

具・工具器

具備品 

土地 

合計 

面積(㎡) 金額 

本社 

（東京都中央区） 

(注)２① 

建設事業 
建設工事用

設備 
1,363 451 53,952 1,432 3,247 248 

東京土木支店 

（東京都中央区） 

(注)２② 

建設事業 
建設工事用

設備 
36 14 26,928 1,627 1,677 220 

大阪支店 

（大阪市北区） 

(注)２③ 

建設事業 
建設工事用

設備 
235 18 11,752 762 1,016 225 

九州支店 

（福岡市中央区） 

(注)２④ 

建設事業 
建設工事用

設備 
169 8 25,091 379 557 225 

東北支店 

（仙台市青葉区） 

(注)２⑤ 

建設事業 
建設工事用

設備 
102 7 11,941 724 833 195 

茨城工場 

（茨城県行方市） 
建設事業 

建設工事用

設備 
586 275 62,611 529 1,391 9 

水島工場 

（岡山県倉敷市） 
建設事業 

建設工事用

設備 
50 82 50,634 868 1,001 16 

技術研究所 

（神奈川県小田原市） 
建設事業 

総合研究施

設 
361 84 7,640 566 1,013 11 



（2）国内子会社 

（3）在外子会社 

 重要な設備はありません。 

 （注）１．帳簿価額には建設仮勘定は含まれておりません。 

２．機材センター設備を含めて表示しております。 

① 本社機材センター 栃木県矢板市 

② 関東機材センター 神奈川県秦野市 

③ 関西機材センター 大阪府枚方市 

④ 九州機材センター 福岡県田主丸町 

⑤ 東北機材センター 宮城県名取市 

３【設備の新設、除却等の計画】 

経営の効率化を図るため、工事用機械及び工場用設備などの更新を推進しておりますが、その計画に重要なものは

ありません。 

（1）重要な設備の新設 

 重要な設備の新設の計画はありません。 

（2）重要な改修 

 重要な改修の計画はありません。 

（3）重要な除却 

 重要な除却の計画はありません。 

会社名 
事業所名 

（所在地） 

事業部門等

の名称 
設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数 

（人） 建物・構

築物 

機械・運搬

具・工具器

具備品 

土地 

合計 

面積(㎡) 金額 

㈱秦野製作所 

本社工場 

（神奈川県秦

野市） 

製造事業 製造設備 52 81 3,986 11 144 47

㈱ピーエス機

工 

本社 

（東京都 

中央区） 

建設事業 
建設工事用

設備 
13 305 － － 319 45

菱建商事㈱ 

本社 

（東京都 

中央区） 

その他の事

業 

賃貸用資産

等 
505 0 527 224 730 38



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 (注)第一種後配株式の内容    

１．議決権    

 第一種後配株式は全て議決権を有しております。    

２．配当    

 ①平成17年３月期までは、利益配当は行いません。    

 ②平成18年３月期以降、普通株式に対して１株につき年12円以上の利益配当または剰余金の配当をする場合は、後配

株式１株につき年24円の利益配当または剰余金の配当を行います。    

３．取得の請求    

 ①株主のオプション    

 イ）取得を請求し得べき期間    

    平成17年７月31日以降    

 ロ）取得の条件    

    普通株式の時価が800円以上になった場合    

 ハ）取得株式数    

    取得株式数＝(400円÷取得時期における時価)×２×(１＋0.014)n ※    

      但し、後配株式1株につき交付される普通株式は1株を下回らず、2株を上回らないものとします。      

     ※時価は取得比率を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の終値の平均値とします。    

     ※nは平成14年７月31日から取得を請求する日までに経過した満年数(１年未満は切捨て)とします。    

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 102,500,000 

第一種後配株式 7,500,000 

計 110,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年６月29日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容

普通株式 32,537,429 32,537,429 
東京証券取引所 

市場第一部 

完全議決権株式

であり、権利内

容に何ら限定の

ない当社におけ

る標準となる株

式 

  

第一種後配株式 7,500,000 7,500,000 非上場・非登録 （注） 

計 40,037,429 40,037,429 － － 



  ②会社のオプション    

  イ）取得の請求    

    a）取得時期    

      平成17年７月31日以降    

    b）取得の条件    

      普通株式の時価が800円以上になった場合    

    c）取得株式数    

     取得株式数＝(400円÷取得時期の時価)×２×(１＋0.014)n ※    

       但し、後配株式1株につき交付される普通株式は1株を下回らず、2株を上回らないものとします。    

      ※時価は取得比率を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の終値の平均値とします。    

      ※nは平成14年７月31日から取得を請求する日までに経過した満年数(１年未満は切捨て)とします。    

  ロ）取得    

    a）可能期間    

      平成18年７月31日以降    

    b）取得の条件    

      800円×(1+0.014)n  ※    

    c）取得可能株式数    

      後配株式の全部又は一部を取得することができます。    

      ※nは平成14年7月31日から取得する日までに経過した満年数(1年未満は切捨て)とします。   

   ③その他の場合における取得    

     後配株式は、平成24年７月31日以降、以下の算式により普通株式を株主に交付するのと引換えに取得できま

す。    

    取得株式数＝(400円÷取得時期の時価)×2.30    

    但し、後配株式1株につき交付される普通株式は1株を下回らず、2株を上回らないものとします。    

   ④普通株式への転換または取得と配当    

      ①、②または③により、後配株式の取得と引換えに交付された普通株式に対する最初の期末配当金または中間配

当金は、転換の請求、一斉転換、取得の請求又は一斉取得が４月１日から９月30日までになされたときは４月１日

に、10月１日から３月31日までになされたときは10月１日に、それぞれ転換または取得があったものとみなしてこ

れを支払います。    

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１． 発行済株式数および資本準備金の増減の内容は次のとおりであります。 

平成14年10月１日 三菱建設株式会社との合併に伴う新株券発行 

         合併比率 １：0.1 

２． 資本準備金の増減の内容は次のとおりであります。 

平成15年１月31日 銭函土地有限会社との合併 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成14年10月１日

（注１） 
12,207,429 40,037,429 － 4,218,500 5,126,178 8,780,477 

平成15年１月31日 

（注２） 
－ 40,037,429 － 4,218,500 414 8,780,892 



(4）【所有者別状況】 

（注）１．自己株式131,406株は「個人その他」に1,314単元及び「単元未満株式の状況」に6株含まれております。 

２．証券保管振替機構名義の株式が「その他の法人」の中に24単元、「単元未満株式の状況」の中に75株含まれ

ております。 

(5）【大株主の状況】 

 （注） １．所有株式数は、千株未満を切捨て表示しております。 

     ２．三菱商事株式会社は、平成18年５月８日付をもって本店を移転し、住所は東京都千代田区丸の内二丁目３

番１号となっております。 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 

単元未満株

式の状況

（株） 
政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法

人 

外国法人等 

個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） 2 35 26 303 32 2 5,995 6,395 － 

所有株式数

（単元） 
9,183 61,370 984 267,382 5,256 2 55,668 399,845 52,929 

所有株式数の

割合（％） 
2.29 15.33 0.25 66.79 1.31 0.00 14.03 100 － 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三菱マテリアル株式会社 

（内 第一種後配株式） 
東京都千代田区大手町一丁目５番１号 

15,945 

(3,642) 

39.83 

(9.10) 

太平洋セメント株式会社 東京都中央区明石町８番１号 4,491 11.22 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

（内 第一種後配株式） 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

1,990 

(1,928) 

4.97 

(4.82) 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

（内 第一種後配株式） 
東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 

1,990 

(1,928) 

4.97 

(4.82) 

住友電気工業株式会社 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 1,783 4.45 

岡山県 岡山市内山下二丁目４番６号 839 2.10 

ピーエス三菱従業員持株会 東京都中央区銀座七丁目16番12号 704 1.76 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目６番３号 627 1.57 

三菱地所株式会社 東京都千代田区大手町一丁目６番１号 496 1.24 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社信託口 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 464 1.16 

計 － 
29,332 

(7,500) 

73.26 

(18.73) 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。 

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,400株が含まれております。ま

た、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数24個が含まれておりません。 

②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式 

131,400 

－ 
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式  

完全議決権株式（その他） 

普通株式 

32,353,100 

  

323,507 

  

同上 

第一種後配株式 

7,500,000 

  

75,000 

(1)株式の総数等 

②発行済株式(注) 

に記載のとおり 

単元未満株式 
 普通株式 

52,929 
－ 

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式  

発行済株式総数 40,037,429 － － 

総株主の議決権 － 398,507 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

株式会社ピーエス三

菱 

東京都中央区銀座七

丁目16番12号 
131,400 － 131,400 0.33 

計 － 131,400 － 131,400 0.33 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は株主に対する配当政策を最重要課題の一つとして位置づけており、健全な経営基盤を維持するため、内部留

保を確保しつつ、継続的かつ安定的な配当を実施していくことを基本方針としております。 

 当期の配当金につきましては、中間配当は普通株式１株当たり５円にて実施し、期末配当金についても普通株式１

株当たり５円とし、年間で普通株式１株当たり10円の配当を実施することを決定致しました。  

 また、内部留保につきましては、プレストレスト・コンクリート（ＰＣ）技術を応用した新工法・新技術の研究開

発、工場の再構築、情報関連投資等に活用して、経営基盤の強化を図るとともに、当社グループの今後の更なる事業

展開及び企業競争力の強化に努めていく所存であります。 

 なお、第58期の中間配当についての取締役会決議は平成17年11月21日に行っております。 

４【株価の推移】 

(1)【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

(2)【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第54期 第55期 第56期 第57期 第58期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高（円） 440 455 508 505 576 

最低（円） 395 380 410 411 415 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月

最高（円） 499 519 532 536 576 520 

最低（円） 454 480 499 470 495 481 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数

（千株） 

代表取締役 

取締役社長 
社長執行役員 延増 喬史 昭和16年８月９日生 

昭和40年４月 当社入社 

平成４年７月  〃 九州支店総務部長 

 〃 ７年４月  〃 九州支店副支店長 

 〃 ９年６月  〃 総務部長 

 〃 11年４月  〃 総務部長兼企画部長 

 〃 11年６月  〃 取締役 

 〃 14年６月  〃 常務取締役 

 〃 15年10月  〃 専務取締役 

 〃 17年６月  〃 取締役副社長 

 〃 副社長執行役員 

 〃 18年６月  〃 取締役社長（現） 

 〃 社長執行役員（現） 

2.0 

代表取締役 

専務執行役員 

技術本部長 

海外事業担当  

理﨑 好生 昭和17年８月９日生 

昭和40年４月 当社入社 

平成４年８月  〃 東北支店工務部長 

 〃 ５年10月  〃 土木技術部担当部長 

 〃 ７年６月  〃 土木技術部長 

 〃 10年６月  〃 取締役 

 〃 14年６月  〃 常務取締役 

 〃 17年６月  〃 取締役 

 〃 専務執行役員（現） 

 〃 18年６月  〃 代表取締役（現） 

3.0 

取締役相談役 

  

  

  

 神田  徹 昭和10年９月15日生  

 昭和33年４月 三菱鉱業株式会社入社 

 平成３年６月 三菱マテリアル株式会社取締役 

  〃 ７年10月 同社常務取締役  

  〃 ８年６月 当社取締役  

 〃 11年３月 三菱マテリアル株式会社代表取

締役副社長 

  〃 14年６月 当社取締役退任、同社特別顧問 

  〃 15年６月 当社取締役副社長 

  〃 16年６月  〃 当社取締役社長 

  〃 17年６月  〃 社長執行役員 

  〃 18年６月  〃 当社取締役相談役（現） 

9.3 

取締役 

専務執行役員 

土木本部・環境

安全・品質管理

担当 

風間  徹 昭和18年12月８日生 

昭和44年４月 日本道路公団入社 

 〃 61年11月 同公団福岡建設局甘木工事事務

所長 

平成５年２月   〃  広島建設局建設第一部長 

 〃 ９年２月   〃  東北支社長 

 〃 10年12月 当社顧問 

 〃 11年６月  〃 常務取締役 

 〃 15年６月  〃 専務取締役 

 〃 17年６月  〃 取締役（現） 

 〃 専務執行役員（現） 

3.0 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数

（千株） 

取締役 
専務執行役員 

建築本部長 
中村 純雄 昭和20年11月25日生 

昭和43年４月 三菱建設株式会社入社 

平成９年２月 同社大阪支店副支店長 

 〃 11年６月  〃 東北支店長 

 〃 12年６月  〃 執行役員東北支店長 

 〃 13年６月  〃 常務執行役員東北支店長 

 〃 14年４月  〃 常務執行役員東京建築支店

長 

 〃 14年10月 当社取締役 

 〃 15年３月  〃 常務取締役 

 〃 17年６月  〃 取締役（現） 

 〃 専務執行役員(現） 

0.6 

取締役 
専務執行役員 

土木本部長 
飯田 忠之 昭和18年６月４日生 

昭和43年４月 当社入社 

平成７年４月  〃 大阪支店土木部担当部長 

 〃 ８年10月  〃 大阪支店土木部長 

 〃 11年４月  〃 東京支店副支店長 

 〃 11年10月  〃 札幌支店長 

 〃 13年１月  〃 土木部長兼メンテナンス部

長 

 〃 13年６月  〃 取締役 

 〃 15年３月  〃 常務取締役 

 〃 17年６月  〃 取締役（現） 

 〃 専務執行役員(現） 

1.1 

取締役 

常務執行役員 

社長室長、管理本

部長 

本野  晃 昭和22年９月25日生 

昭和45年４月 三菱鉱業株式会社入社 

平成12年12月 三菱マテリアル株式会社経営監

査部長 

 〃 13年６月  〃 経営監査室長 

 〃 14年６月  〃 常勤監査役 

 〃 16年７月 当社管理本部顧問 

 〃 17年６月  〃 取締役（現） 

 〃 執行役員 

 〃 18年６月  〃 常務執行役員（現） 

4.0 

 取締役 
執行役員 

建築本部副本部長 
 久保 敬三  昭和23年６月11日生 

昭和46年４月 株式会社三菱銀行（現株式会社

三菱東京ＵＦＪ銀行）入行 

平成３年５月 同行品川支店長 

 〃 ６年２月 同行神楽坂支店長  

 〃 ８年１月 同行神田支店長  

 〃 10年11月 株式会社丸の内よろず常務取締

役 

 〃 15年６月 同社代表取締役専務取締役  

 〃 18年６月 当社取締役（現）  

 〃 執行役員（現） 

－ 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数

（千株） 

取締役  勝木 恒男  昭和18年12月23日生 

昭和42年４月 三菱鉱業株式会社入社 

平成10年６月 三菱マテリアル株式会社取締役 

平成12年６月 同社執行役員セメント建材カン

パニーバイスプレジデント 

 〃 14年６月  〃 常務執行役員セメントカン

パニープレジデント 

 〃 15年４月  〃 常務執行役員セメント事業

カンパニープレジデント 

 〃 15年６月  〃 常務取締役 

  当社取締役（現） 

 〃 16年６月 三菱マテリアル株式会社取締役

副社長（現） 

－ 

取締役  森川 一雄 昭和20年12月25日生 

昭和44年４月 日本セメント株式会社入社 

平成７年３月 同社セメント営業部副部長 

 〃 ８年６月  〃 本社勤務 アサノサイネッ

クス株式会社出向 

 〃 10年10月 太平洋セメント株式会社本社勤

務 アサノサイネックス株式会

社出向 

 〃 12年６月 同社北海道支店長 

 〃 14年４月  〃 東京支店長 

 〃 14年６月  〃 取締役東京支店長 

 〃 16年４月  〃 取締役常務執行役員セメン

トカンパニーバイスプレジデン

ト（現） 

 〃 16年６月 当社取締役（現） 

－ 

取締役  関   收 昭和14年８月23日生 

昭和37年４月 通商産業省入省 

 〃 62年６月 同省大阪通商産業省局長 

平成元年６月 大臣官房総務審議官 

 〃 ２年６月 防衛庁装備局長 

 〃 ４年６月 中小企業庁長官 

 〃 ５年８月 東京海上火災保険株式会社顧問 

 株式会社日本総合研究所顧問 

 〃 ７年６月 住友電気工業株式会社顧問 

 〃 ７年６月 同社常務取締役 

 〃 11年６月  〃 取締役副社長 

 〃 14年６月 当社取締役（現） 

 〃 16年６月 住友電気工業株式会社特別顧問

（現） 

－ 

監査役 

（常勤） 
  後藤 直行 昭和22年６月29日生 

昭和46年４月 三菱信託銀行株式会社入社 

平成８年６月 同社名古屋支店副支店長 

 〃 10年８月  〃 本店法人営業部長 

 〃 12年10月 三菱信ビジネス株式会社出向 

 〃 13年３月 同社常務取締役 

 〃 15年６月 当社監査役（現） 

1.0 

 



 （注） １ 取締役 勝木恒男、森川一雄、関収の３氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役 後藤直行、松本好男の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 当社は、経営・監督機能と業務執行機能の強化、経営の効率化、意思決定の迅速化等を目的として、平 

  成17年６月29日より、執行役員制度を導入しております。 

  執行役員は26名(うち取締役兼務７名)で次のとおり構成されております。 

 

   職  名      氏  名     担当業務 

  ※社長執行役員      延 増 喬 史     

   ※専務執行役員      理 﨑 好 生    技術本部長、海外事業担当 

  ※専務執行役員      風 間   徹    土木本部・環境安全・品質管理担当 

   ※専務執行役員      中 村 純 雄    建築本部長 

   ※専務執行役員      飯 田 忠 之    土木本部長 

    常務執行役員      常 陸 壯 介    土木本部担当 

    常務執行役員      巻 田 昭 彦    東京土木支店長 

    常務執行役員      小 林 勤 一    大阪支店長 

    常務執行役員      佐 治 浩 一    建築本部担当 

     常務執行役員      高 野   彬    土木本部担当 

    常務執行役員      入 井 徳 明    土木本部副本部長、建築本部担当 

    常務執行役員      阿 部 銀 二    東北支店長 

   ※常務執行役員    本 野   晃    社長室長兼管理本部長 

   執行役員        大 塚 知 義    建築本部副本部長 

     執行役員        蔭 浦 宣 治    札幌支店長 

    執行役員        吉 田 康 幸    九州支店長 

    執行役員        松 下 基 生    東京建築支店長 

    執行役員        杉 本 武 司    名古屋支店長 

  ※執行役員      久 保 敬 三  建築本部副本部長 

   執行役員           古 賀 尚 宏  土木本部副本部長 

     執行役員           野 村 貞 廣  土木本部副本部長                                   

     執行役員           猪 俣   明  海外事業部部長 

   執行役員      綿 村 正 明  建築本部副本部長 

   執行役員      田 中   哲  横浜支店長 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数

（千株） 

監査役 

（常勤） 
 松本 好男 昭和22年２月10日生 

昭和45年４月 三菱鉱業株式会社入社 

平成12年11月 三菱マテリアル株式会社セメン

トカンパニー企画管理部長 

 〃 14年１月  〃 経営監査室長 

 〃 14年６月  〃 執行役員 

 〃 15年４月  〃 経営戦略スタッフ 

 〃 17年６月 当社監査役（現） 

1.0 

監査役 

（常勤） 
 藤﨑 英憲 昭和19年６月22日生 

昭和43年４月 三菱建設株式会社入社 

平成５年11月 同社第一営業本部第一営業統括

部長 

 〃 ９年６月  〃 総務人事部長 

 〃 11年６月  〃 取締役総務人事部長 

 〃 11年８月  〃 取締役総務人事部・品質管

理部・資材部統括部長 

 〃 13年６月  〃 常務取締役 

 〃 14年10月 当社取締役  

 〃 17年６月  〃 常務執行役員 

 〃 18年６月  〃 監査役（現） 

0.5 

    計 25.5 



        執行役員      武 藤 克 彦  土木本部副本部長 

   執行役員      辻     治  土木本部副本部長 

 

（※は取締役兼務） 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社グループは企業の継続的な発展を図るとともに、高い企業倫理を確立し、社会的信用を獲得するため、適正な

牽制機能を通じて経営の意思決定の公正性、透明性、的確性を確保すること、併せて平成15年10月より運用を開始し

たリスクマネジメントシステムの展開を通じ、グル－プ全体としてコンプライアンスの意識向上に努めることをコ－

ポレ－ト・ガバナンスの基本的な方針としております。 

 とりわけ、社会的責任（ＣＳＲ）を履行することでステークホルダーの信頼と期待に応えるため、平成19年４月よ

りＣＳＲ体制の運用をグループ全体で図るべく、ＣＳＲ体制推進準備委員会を本年２月に設置、現行のリスクマネジ

メントシステムとの調整を図りつつ、具体的な体制構築に取り組んでおります。 

（１）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

①会社の機関の基本説明 

 経営の意思決定機関は取締役会であり、取締役会に付議される重要案件については、事前に役員・支店長会議を

開催、経営の最先端である支店の状況を迅速に把握し、一体となって事業を遂行するようにするとともに、在京の

取締役等で構成する経営会議にて、経営を巡る諸問題をオ－プンに且つ迅速に審議しております。 

 とりわけ、平成17年６月の執行役員制度の導入により、取締役を減員することで取締役会の活性化による経営の

意思決定の迅速化ならびに監督と業務執行の分離による経営の効率化を図るとともに、経営会議は在京の取締役等

で構成、役員・支店長会議は執行役員を加えたメンバ－での会議としております。 

 また、経営の重要課題について複数の弁護士と顧問契約を締結し助言を受けております。 

 グル－プ全体につきましては、関係会社連絡会を開催し意思決定、ならびに監督・監査につき同様の姿勢を堅持

しており、平成17年４月に社長室に設置致しました関連事業部を事務局として、各社の事業計画の審査・調整やグ

ル－プ全体のコンプライアンスを推進しております。 

 経営の最重要課題の一つといたしまして、構築いたしました企業倫理遵守体制ならびにリスクマネジメントシス

テムにつきましては、委員会組織によるリスクの予防に対する展開と外部講師によるコンプライアンス研修会の開

催による遵法教育の実施により、グル－プ全体のコンプライアンスとリスクマネジメントの強化に取り組んでおり

ます。 

②当社のコーポレート・ガバナンス体制及び内部統制体制を示すと次のとおりであります。 



③会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

 内部統制システム（取締役の職務の執行が法令に適合すること等、会社の業務の適正を確保するための体制）構

築の基本方針の決定を本年５月11日開催の取締役会にて下記のとおり決議いたしました。 

１．取締役、執行役員及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

（1）平成14年12月、ピーエス三菱発足に際し、「経営理念」を明確にするとともに新たに「行動指針」を制定し

た。 

（2）取締役、執行役員及び使用人は「経営理念と行動指針」を遵守、実践して企業倫理の確立に取り組み、公正

な企業活動を通じて社会に貢献するとともに創造的で清新なる企業風土を築く。 

（3）「社会との調和」「法令の遵守」「企業会計の透明化」を取締役、執行役員及び全ての使用人の行動指針と

した。 

（4）自己完結性の強い業務の中に相互牽制し合う内部牽制システムを構築する。 

（5）コンプライアンス上疑義のある行為について使用人が社内の通報窓口、又は社外の弁護士を通じて会社に通

報、相談できる内部通報制度を構築し、通報者の保護を図るとともに潜在する問題点を把握して自浄作用を

発揮し、法令遵守の実現を図ることとした。 

２．取締役の職務の執行に係わる情報の保存及び管理に関する体制 

（1）情報の保存・管理                                        

取締役は、株主総会議事録、取締役会議事録等法定文書のほか経営会議議事録、回議書等取締役の職務の執

行、意思決定に係わる情報が記載された文書を、関連資料とともに、事務用文書取扱規程、重要文書保管規

程、文書保存年限種別及び情報セキュリティ管理基本規程の定めるところに従い、適切に保存し、管理す

る。 

（2）情報の閲覧                                           

取締役及び監査役は常時、前項の文書を閲覧することができるものとする。 

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

（1）リスク管理の基礎として、リスクマネジメント規程、リスクマネジメント相談室運用規程並びに内部者取引

防止管理規則、情報セキュリティ管理基本規程を定め、これらの規程に従ったリスク管理体制を構築するも

のとする。 

（2）不測の事態が発生した場合には、社長指揮下の対策本部を設置し、迅速な対応を行い、損害の拡大を防止

し、被害を最小限に止める。 

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

（1）執行役員制度の導入                                       

平成17年６月、執行役員制度を導入し、取締役は経営の意思決定の迅速化、監督機能の強化など経営機能に

専念し、取締役会は業務執行権限を執行役員に委嘱して執行責任を明確にし、コーポレートガバナンスの一

層の充実を図ることとする。  

（2）経営会議                                            

当社は、職務執行の決定が適切かつ機動的に行われるため常勤の取締役で構成する経営会議を設置し、原則

月２回、全社及び当社グループ全体の経営に係わる戦略、基本方針その他経営全般に関する重要事項を審議

する。さらに、代表取締役あるいは、取締役会の意思決定を適法・適正かつ効率的に行うために取締役会付

議事項について事前に慎重な審議を行い、代表取締役及び取締役会の意思決定に資するものとする。 

（3）役員・支店長会議                                        

取締役・執行役員・支店長で構成する役員・支店長会議を設置し、定期的に各支店・事業部より業績の評価

と改善策を報告させ、具体的な施策を、本社が一体となって実施するよう協議するほか経営に係わる戦略、

基本方針、その他経営全般に関する重要事項の周知徹底を図る。 

５．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

（1）当社の経営理念と行動指針に基づき、当社子会社と一体となった法令遵守の推進を行なうものとし、各子会

社において、当社に準拠したリスクマネジメント体制を整備する。また、子会社におけるコンプライアンス

の周知・徹底及び推進のための啓発活動を支援する。 

（2）関係会社取扱規程を定め、同規程に基づく当社への決裁・報告制度により、子会社の経営管理を行なうもの

とする。また、当社より取締役又は監査役を派遣するとともに子会社連絡会を設置し、各子会社における内

部統制の実効性を高める施策を実施する。 

（3）社長室経営監査部が企業集団に対する内部監査を実施し、その結果を当社の社長並びに監査役に報告すると

ともに必要があれば子会社の代表取締役に通知する。 



６．取締役及び取締役会は、監査役会が定めた「当社監査役会規則並びに監査基準」（平成18年５月１日改正） 

  に則り、監査役の職務の執行のための必要な、次の体制の整備に留意しなければならない。 

（1）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項     

取締役は、監査基準第10条第２項に規定する「監査職務を補助する体制」について監査役との間で協議の機

会をもち、その使用人の配置に努めなければならない。   

（2）前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項                          

取締役は、予め監査役の補助使用人の人事異動に係わる同意を求めるとともに当該使用人の人事査定に係わ

る協議事項等、監査役会の決議を尊重する。 

（3）取締役、執行役員及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制    

取締役は、法律に定める事項のほか、取締役、執行役員又は使用人から監査役に対する報告事項について予

め監査役と協議して定める。 

（4）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制                  

代表取締役は、監査役会と定期的に会合をもち、会社が対処すべき課題、監査役監査の環境整備の状況、監

査上の重要課題等について意見を交換するなど、監査役との相互認識を深めるよう努める。 

④内部監査及び監査役監査の状況 

 内部監査組織として社長室に経営監査部（２名）を設置し、当社グループの業務監査を年度内部監査計画及び内

部監査規程に基づき、業務活動が法令・定款・諸規程に準拠し、経営目的達成のため合理的・効率的に運営されて

いるか否かを、関係書類・証憑の閲覧及び聴取と質疑により調査し、実施報告書を社長に提出して指導を行ってお

ります。経営監査部と監査役の間では年度内部監査計画を協議するとともに内部監査結果及び指摘・提言事項等に

つき、相互に意見交換する等、連携を強化しております。 

⑤会計監査の状況 

 当社の会計監査業務を執行した公認会計士、会計監査業務に係る補助者の構成については以下のとおりでありま

す。 

・業務を執行した公認会計士の氏名（継続監査年数） 

 指定社員、業務執行社員：新日本監査法人 鈴木啓之（16年※）、氏原修一、野間 武 

             あずさ監査法人 櫻井憲二、阿部隆哉                      

・会計監査業務に係る補助者の構成 

 公認会計士９名、会計士補７名、その他３名                              

※各監査法人は、公認会計士法上の規制開始及び日本公認会計士協会の自主規制実施に先立ち自主的に業務執行社

員の交替制度を導入しており、平成18年３月期会計期間をもって交替する予定となっております。 

⑥社外取締役及び社外監査役との関係 

 当社の社外取締役は３名で、１名は筆頭株主である三菱マテリアル株式会社の取締役、１名は株主である太平洋

セメント株式会社の取締役、１名は株主である住友電気工業株式会社の特別顧問であります。３社とも当社と営業

上の取引関係があります。 

 社外監査役は２名で、１名は筆頭株主である三菱マテリアル株式会社の執行役員を退任し、当社監査役に就任し

ており、同社とは営業上の取引関係があります。１名は三菱信ビジネス株式会社の取締役を退任し、当社監査役に

就任しており、同社とは営業上の取引関係はありません。 

 社外取締役、社外監査役、いずれも当社との間には、利害関係はありません。 

（２）リスク管理体制の整備の状況 

 経営の最重要課題として構築いたしました企業倫理遵守体制ならびにリスクマネジメントシステムにつきまして

は、委員会組織によるリスクの予防に対する展開と外部講師によるコンプライアンス研修会による遵法教育の実施

により、グループ全体のコンプライアンスとリスクマネジメントの強化に取り組んでおります。 

 リスクマネジメントシステムの運用については、監査役と経営監査部が協議を行い適宜合同してグループ各社を

対象にリスク管理、コンプライアンスに関し監査を実施しており、これらの実行性を確保する一環としてグループ

各社を含めたコンプライアンス合同研修を定期的に開催しております。 

・平成17年５月 合同人権研修会                                    

・    ７月 大阪支店コンプライアンス研修会                            

・    ９月 合同コンプライアンス研修会 

 グループ全体につきましても、関係会社連絡会を開催するなど、意思決定ならびに監督・監査につき同様の姿勢

を堅持しており、社長室関連事業部を事務局として、各社の事業計画の審査・調整やグループ全体のコンプライア

ンスを推進しております。 



（３）役員報酬の内容 

 当事業年度における当社の取締役および監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。 

（４）監査報酬の内容 

 当事業年度における当社の監査法人に対する報酬は以下のとおりであります。 

社内取締役に支払った報酬 238百万円 

社外取締役に支払った報酬 4百万円 

監査役に支払った報酬 37百万円 

公認会計士法第２条第１項 

に規定する業務に基づく監査報酬 
34百万円 

   



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1） 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じ

て記載しております。 

   ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただ

し書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2） 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14

号）により作成しております。 

   ただし、第57期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただ

し書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）

及び第57期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年４月１日から平

成18年３月31日まで）及び第58期事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸

表について、新日本監査法人及びあずさ監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

現金及び預金  19,022  14,491  

受取手形・完成工事未収入金等  43,571  56,442  

有価証券 ※４ 17  －  

未成工事支出金  20,335  18,813  

その他たな卸資産  2,180  2,024  

繰延税金資産  484  743  

未収入金  5,859  5,595  

その他  1,347  1,003  

貸倒引当金  △199  △231  

流動資産合計  92,618 76.0 98,883 79.5

Ⅱ 固定資産      

１．有形固定資産      

建物・構築物  10,149  9,005  

機械・運搬具・工具器具備品  12,801  12,511  

土地 ※２ 11,939  10,964  

建設仮勘定  20  25  

減価償却累計額  △15,369  △16,092  

有形固定資産合計  19,542 16.0 16,413 13.2

２．無形固定資産  101 0.1 99 0.1

３．投資その他の資産      

投資有価証券 ※１ 2,783  4,067  

長期貸付金  173  156  

破産債権、更生債権等  3,323  3,254  

繰延税金資産  4,483  2,737  

その他 ※１ 2,064  1,959  

貸倒引当金  △3,260  △3,230  

投資その他の資産合計  9,567 7.9 8,943 7.2

固定資産合計  29,212 24.0 25,456 20.5

資産合計  121,831 100.0 124,340 100.0

      

 



   
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

支払手形・工事未払金等  41,500  47,265  

短期借入金  18,601  18,204  

未払法人税等  275  190  

未成工事受入金  15,771  15,685  

賞与引当金  456  383  

完成工事補償引当金  138  128  

工事損失引当金  234  320  

その他  2,451  3,792  

流動負債合計  79,430 65.2 85,970 69.1

Ⅱ 固定負債      

長期借入金  470  102  

退職給付引当金  7,018  6,166  

役員退職慰労引当金  681  478  

再評価に係る繰延税金負債 ※２ 2,501  2,294  

その他  70  24  

固定負債合計  10,741 8.8 9,065 7.3

負債合計  90,171 74.0 95,036 76.4

（少数株主持分）      

少数株主持分  62 0.1 55 0.1

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 ※７ 4,218 3.5 4,218 3.4

Ⅱ 資本剰余金  8,780 7.2 8,780 7.0

Ⅲ 利益剰余金  19,004 15.6 15,391 12.3

Ⅳ 土地再評価差額金 ※２ △308 △0.3 204 0.2

Ⅴ その他有価証券評価差額金  103 0.1 852 0.7

Ⅵ 為替換算調整勘定  △144 △0.1 △140 △0.1

Ⅶ 自己株式 ※８ △57 △0.1 △58 △0.0

資本合計  31,597 25.9 29,248 23.5

負債、少数株主持分及び資本合計  121,831 100.0 124,340 100.0

      



②【連結損益計算書】 

    
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高        

完成工事高   152,356 100.0  154,049 100.0

Ⅱ 売上原価        

完成工事原価   137,988 90.6  141,329 91.7

売上総利益        

完成工事総利益   14,368 9.4  12,719 8.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※１ 
※２ 

 13,303 8.7  12,022 7.8

営業利益   1,064 0.7  696 0.5

Ⅳ 営業外収益        

受取利息  21   22   

受取配当金  24   27   

持分法による投資利益  －   46   

為替差益  －   57   

貸与料収入  36   23   

受取特許料  15   1   

還付加算金  29   0   

その他  101 229 0.1 101 279 0.2

Ⅴ 営業外費用        

支払利息  133   113   

持分法による投資損失  29   －   

貸倒引当金繰入額  －   14   

支払保証料  53   52   

その他  154 370 0.2 44 224 0.2

経常利益   923 0.6  751 0.5

Ⅵ 特別利益        

固定資産売却益 ※３ 15   5   

貸倒引当金戻入益  －   36   

信託受益権売却益  －   65   

投資有価証券売却益  354   －   

その他  5 375 0.3 12 120 0.1

Ⅶ 特別損失        

固定資産売却損 ※４ －   14   

固定資産除却損 ※５ 14   4   

減損損失 ※６ －   2,332   

退職特別加算金  397   187   

貸倒引当金繰入額  552   34   

ゴルフ会員権評価損  15   8   

投資有価証券評価損  205   17   

販売用不動産評価損  525   －   

その他  352 2,063 1.4 15 2,614 1.7

税金等調整前当期純損
失 

  764 0.5  1,742 1.1

法人税、住民税及び事
業税 

 202   236   

法人税等調整額  425 628 0.4 768 1,004 0.7

少数株主利益（控除）   16 0.0  5 0.0

当期純損失   1,408 0.9  2,752 1.8



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   8,780  8,780 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

自己株式処分差益  0 0 0 0 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   8,780  8,780 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   19,987  19,004 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

土地再評価差額金取崩
額 

 799 799 － － 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

株主配当金  324  324  

役員賞与金  50  24  

土地再評価差額金取崩
額  

 －  512  

当期純損失  1,408 1,782 2,752 3,613 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   19,004  15,391 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純損失  △764 △1,742 

減価償却費  1,098 835 

連結調整勘定償却額  70 △6 

持分法による投資損失・利益（△）  29 △46 

減損損失  － 2,332 

投資有価証券評価損  205 17 

ゴルフ会員権評価損  15 8 

販売用不動産評価損  525 － 

退職特別加算金  397 187 

退職給付引当金の減少額  △810 △853 

役員退職慰労引当金の減少（△）・増加額  120 △203 

完成工事補償引当金の減少額  △23 △9 

工事損失引当金の増加額  234 85 

賞与引当金の減少額  △31 △72 

貸倒引当金の増加額  270 2 

受取利息及び受取配当金  △46 △50 

支払利息  133 113 

為替差損益  33 △27 

固定資産除売却損益  △311 △48 

売上債権の増加（△）・減少額  1,822 △12,841 

たな卸資産の増加（△）・減少額  △1,569 1,694 

その他資産の減少額  1,976 704 

仕入債務の増加・減少（△）額  △2,264 6,056 

未成工事受入金の増加・減少（△）額  1,349 △86 

その他負債の増加・減少（△）額  △307 1,194 

役員賞与の支払額  △50 △24 

小計  2,103 △2,777 

 



  
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

利息及び配当金の受取額  47 46 

利息の支払額  △124 △110 

工場跡地整理損の支払額  △101 － 

退職特別加算金の支払額  △130 △454 

法人税等の支払額  △206 △218 

営業活動によるキャッシュ・フロー  1,589 △3,514 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △723 △302 

有形固定資産の売却による収入  1,273 247 

投資有価証券の取得による支出  △837 △18 

投資有価証券の売却による収入  722 17 

子会社株式の取得による支出  △84 △5 

関係会社出資金の払込による支出  △46 － 

貸付けによる支出  △289 △5 

貸付金の回収による収入  55 96 

その他  39 53 

投資活動によるキャッシュ・フロー  109 80 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増加額  1,466 111 

長期借入による収入  500 300 

長期借入金の返済による支出  △2,302 △1,194 

自己株式の取得・売却による純支出  △0 △0 

配当金の支払額  △323 △323 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △660 △1,106 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △7 8 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  1,030 △4,531 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  17,982 19,012 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 19,012 14,481 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項 目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

１．連結の範囲に関する事項   

 (1）連結子会社   １３社 

主要な連結子会社名 

㈱秦野製作所 

㈱ニューテック 

㈱ピーエス機工 

１３社 

主要な連結子会社名 

㈱秦野製作所 

㈱ニューテック 

㈱ピーエス機工 

 
新規連結   １社 

ＰＳＭコンストラクションＵＳＡ㈱ 

 アメリカ市場でのプレストレスト・

コンクリート工事その他一般土木建築

工事の請負ならびに企画設計、施工監

理を主な目的とした株式会社の設立に

伴い、平成16年10月6日より連結の範

囲に含めております。 

  

  

  

２．持分法の適用に関する 

事項 

  

(1）持分法適用会社 関連会社   ４社 

エー・エム・エンジニアリング㈱ 

㈱ピーシー建築技術研究所 

タイ菱和建設㈱ 

ＶＩＮＡ－ＰＳＭＣプレキャストコン

クリート合弁会社 

 ＶＩＮＡ－ＰＳＭＣプレキャストコ

ンクリート合弁会社は、ベトナム市場

へのプレキャスト・プレストレストコ

ンクリート製品の製造及び販売を目的

とした合弁会社の設立に伴い、平成16

年7月27日より持分法の適用範囲に含

めております。 

関連会社   ４社 

エー・エム・エンジニアリング㈱ 

㈱ピーシー建築技術研究所 

タイ菱和建設㈱ 

ＶＩＮＡ－ＰＳＭＣプレキャストコン

クリート合弁会社 

  

(2）持分法非適用会社 関連会社   １社 

㈱東亜技術コンサルタント 

 ㈱東亜技術コンサルタントは、連結

純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体としても重要

性がないため、持分法の適用から除外

しております。 

関連会社   １社 

㈱東亜技術コンサルタント 

同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち㈱コンポニンド・ベ

トンジャヤ及びＰＳＭコンストラクショ

ンＵＳＡ㈱の決算日は12月31日でありま

す。連結財務諸表の作成にあたっては、

同日現在の財務諸表を使用し、連結決算

日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っておりま

す。 

同左 

  

 



項 目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

４．会計処理基準に関する 

事項 

  

 (1）重要な資産の評価基準 

及び評価方法 

① 有価証券 ① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定しております） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

   
 ② たな卸資産 ② たな卸資産 

 未成工事支出金・その他たな卸資産 

(仕掛品・販売用不動産) 

………個別法による原価法

その他たな卸資産（材料貯蔵品） 

…移動平均法による原価法

同左 

 (2）重要な減価償却資産の 

減価償却の方法 

① 有形固定資産 ① 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は定率法

を、また、在外連結子会社は当該国の

会計基準の規定に基づく定額法を採用

しております。 

 ただし、当社及び国内連結子会社は

平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）は定額法を採

用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物・構築物  10～60年 

機械・運搬具・ 

工具器具備品 
 ３～12年 

同左 

 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

  当社及び国内連結子会社は定額法を

採用しております。 

 ただし、自社利用ソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっており

ます。 

同左 

 



項 目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

 (3）重要な引当金の計上 

基準 

① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

 当社及び国内連結子会社は債権の貸

倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

 在外連結子会社は主として特定の債

権について回収不能見込額を計上して

おります。 

同左 

 ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 

  当社及び国内連結子会社は従業員に

支給する賞与に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。 

同左 

 ③ 完成工事補償引当金 ③ 完成工事補償引当金 

  当社及び国内連結子会社は完成工事

等にかかる瑕疵担保等の費用に充てる

ため完成工事高の1000分の１を計上し

ております。 

同左 

 ④ 工事損失引当金 ④ 工事損失引当金 

  当社及び国内連結子会社は、手持工

事等のうち損失の発生が見込まれるも

のについて、将来の損失に備えるた

め、その損失見込額を計上しておりま

す。 

       同左 

 ⑤ 退職給付引当金 ⑤ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当

社及び康和建設㈱は当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。 

 また、他の国内連結子会社は自己都

合期末要支給額を退職給付債務として

計上しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（15年）に

よる定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

 従業員の退職給付に備えるため、当

社は当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

 また、国内連結子会社は自己都合期

末要支給額を退職給付債務として計上

しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（15年）に

よる定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

 ⑥ 役員退職慰労引当金 ⑥ 役員退職慰労引当金 

  当社及び国内連結子会社は役員の退

職慰労金の支給に充てるため、内規に

よる期末要支給額を計上しておりま

す。 

 当社及び国内連結子会社は役員及び

執行役員の退職慰労金の支給に充てる

ため、内規による期末要支給額を計上

しております。 

 



項 目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

 (4）完成工事高の計上基準  完成工事高の計上は、工事完成基準に

よっておりますが、長期大型工事（当社

は工期１年以上かつ請負金額５億円以

上、㈱ニューテックは工期１年以上かつ

請負金額２億円以上、康和建設㈱及び菱

建基礎㈱は工期１年以上かつ請負金額１

億円以上）については、工事進行基準を

適用しております。 

 なお、工事進行基準によった完成工事

高は、48,236百万円であります。 

 完成工事高の計上は、工事完成基準に

よっておりますが、長期大型工事（当社

は工期１年以上かつ請負金額５億円以

上、㈱ニューテックは工期１年以上かつ

請負金額２億円以上、康和建設㈱及び菱

建基礎㈱は工期１年以上かつ請負金額１

億円以上）については、工事進行基準を

適用しております。また、海外連結子会

社のPSMコンストラクションUSA㈱では主

として工事進行基準を適用しておりま

す。 

 なお、工事進行基準によった完成工事

高は、54,859百万円であります。 

 (5）重要なリース取引の 

処理方法 

 当社及び国内連結子会社は、リース物

件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。 

同左 

 (6）消費税等の会計処理  税抜方式によっております。 同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項  

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、発生

年度に全額償却しております。 

同左 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について連結会計年度中に確定した

利益処分に基づいて作成しております。 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー 

計算書における資金の 

範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金および容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

 ―――――― （固定資産の減損に係る会計基準）  

 当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日)を適用しております。これ

により営業利益及び経常利益は101百万円増加し、税金等

調整前当期純損失は、2,231百万円増加しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸

表規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。



表示方法の変更 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

投資活動によるキャッシュ・フローの「有形固定資

産の取得による支出」及び「有形固定資産の売却によ

る収入」は、前連結会計年度は「固定資産の取得によ

る支出」及び「固定資産の売却による収入」にそれぞ

れ含めて表示しておりましたが、有形固定資産の取

得・売却状況をより明瞭に表示するため区分掲記して

おります。 

なお、前連結会計年度の「固定資産の取得による支

出」に含まれている「有形固定資産の取得による支

出」は539百万円、「固定資産の売却による収入」に

含まれている「有形固定資産の売却による収入」は

265百万円であります。 

また、「保証金・敷金の純増加額」は、金額の重要

性を鑑み当連結会計年度より「その他」に含めて表示

しております。 

なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「保証金・敷金の純増加額」は、22百万円でありま

す。 

 ―――――― 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１．このうち、関連会社に対する金額は、次のとおりで

あります。 

※１．このうち、関連会社に対する金額は、次のとおりで

あります。 

投資有価証券 28百万円

その他 42 

投資有価証券 48百万円

その他 44 

※２． 当社は「土地の再評価に関する法律」（平成10年

３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関

する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31

日公布法律第19号）に基づき、事業用土地の再評価

を行い、評価差額については、当該評価差額に係る

税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として

負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再

評価差額金」として資本の部に計上しております。 

※２． 当社は「土地の再評価に関する法律」（平成10年

３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関

する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31

日公布法律第19号）に基づき、事業用土地の再評価

を行い、評価差額については、当該評価差額に係る

税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として

負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再

評価差額金」として資本の部に計上しております。 

再評価の方法 再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年

３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定め

る固定資産税評価額に基づく算出方法によってお

ります。 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年

３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定め

る固定資産税評価額に基づく算出方法によってお

ります。 

再評価を行った年月日 平成14年3月31日

再評価を行った土地の期末における

時価と再評価後の帳簿価額との差額
△2,288百万円

再評価を行った年月日 平成14年3月31日

再評価を行った土地の期末における

時価と再評価後の帳簿価額との差額
△2,010百万円

３．偶発債務 ３．偶発債務 

 企業集団以外の取引先の銀行借入金に対し保証を行

っております。 

 企業集団以外の取引先の銀行借入金に対し保証を行

っております。 

財団法人田附興風会 449百万円

㈱大空リサイクルセンター 82  

計 531  

㈱大空リサイクルセンター 26百万円

 関係会社の割賦未払金に対する債務保証を行ってお

ります。 

 関係会社の割賦未払金に対する債務保証を行ってお

ります。 

三菱マテリアル㈱ 1,034百万円 三菱マテリアル㈱ 1,010百万円

 取引先の手付金に対し保証を行っております。  取引先の手付金に対し保証を行っております。 

㈱環商事 239百万円

㈱グランイーグル 155  

㈱ゴールドクレスト 23  

計 418  

㈱環商事 607百万円

㈱アスコット 170  

㈱サンシティ 101  

㈱グランイーグル 72  

計 950  

 個人（５名）の住宅ローンに対する債務保証を行っ

ております。 

  

  0百万円      

※４．下記の資産は、差入保証金代用として、東京法務局

に差し入れております。 

 ４．              ―――――― 

有価証券 14百万円      

 ５．受取手形裏書譲渡高 33百万円  ５．受取手形裏書譲渡高 19百万円

 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

 ６．貸出コミットメント  

当社におきましては、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行１行と貸出コミットメント契約を締

結しております。 

当連結会計年度末における貸出コミットメント契約

に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 3,500百万円

借入実行残高 3,500 

差引額 －  

 ６．貸出コミットメント  

当社におきましては、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行１行と貸出コミットメント契約を締

結しております。 

当連結会計年度末における貸出コミットメント契約

に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 3,500百万円

借入実行残高 3,500 

差引額 －  

※７．当社の発行済株式総数は、普通株式32,537千株及び

第一種後配株式7,500千株であります。 

※７．当社の発行済株式総数は、普通株式32,537千株及び

第一種後配株式 7,500千株であります。 

※８．当社が保有する自己株式の数は、普通株式129,642

株であります。 

※８．当社が保有する自己株式の数は、普通株式131,406

株であります。 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。 

従業員給料手当 5,807百万円

賞与引当金繰入額 153 

退職給付費用 420 

役員退職慰労引当金繰入額 150 

貸倒引当金繰入額 10 

従業員給料手当 5,207百万円

賞与引当金繰入額 126 

退職給付費用 412 

役員退職慰労引当金繰入額 136 

貸倒引当金繰入額 53 

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 ※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

929百万円 775百万円

※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

機械・運搬具・工具器具備品 15百万円 機械・運搬具・工具器具備品 5百万円

※４．       ──────         ※４．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

建物・構築物 14百万円

※５．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※５．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物・構築物 2百万円

機械・運搬具・工具器具備品 12 

計 14 

建物・構築物 0百万円

機械・運搬具・工具器具備品 3百万円

計 4 

 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

※６．       ──────         ※６．減損損失 

    当社グループは、固定資産を共用資産、事業用資

産、工場資産、遊休資産に分類しさらに、共用資

産、事業用資産については支店ごとに、工場資産に

ついては工場ごとにグルーピングしております。 

 これらの資産グループのうち、受注環境悪化によ

り投資資金の回収が困難であると判断される工場資

産及び不動産の時価の著しく下落した資産について

は、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失として特別損失に計上しました。 

 減損損失の金額は2,332百万円であり、その内訳

は、建物・構築物825百万円、機械・運搬具・工具

器具備品530百万円、土地977百万円であります。 

 

    なお、回収可能価額は、正味売却価額を使用して

おり、不動産鑑定評価基準に基づく不動産鑑定士か

らの評価額から建物等の処分費用見込額を差し引い

て算定しており、帳簿価額の重要性が低い資産につ

いては固定資産税評価額を使用しております。 

用途  場所  種類 
減損損失 

（百万円）

コンクリート 

製品製造設備 

銭函工場 

北海道小樽市 
土地・建物等 193

コンクリート 

製品製造設備 

神町工場 

山形県東根市 
建物等 86

コンクリート 

製品製造設備 

七尾工場 

石川県七尾市 土地・建物等 349

コンクリート 

製品製造設備 

兵庫工場 

兵庫県加西市 
土地・建物等 963

コンクリート 

製品製造設備 

久留米工場 

福岡県久留米市 土地・建物等 347

コンクリート 

製品製造設備 

宮崎工場 

宮崎県日向市 
建物等 266

その他 
岩手県北上市 

他３件 土地・建物等 126

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている勘定科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている勘定科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 19,022百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △10  

現金及び現金同等物 19,012  

現金及び預金勘定 14,491百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △10  

現金及び現金同等物 14,481  



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
(百万円) 

減価償却累
計額相当額 
(百万円) 

期末残高相
当額 
(百万円) 

機械・運搬
具・工具器具
備品 

374 250 123

無形固定資
産 

24 18 5

合計 399 269 129

取得価額相
当額 
(百万円) 

減価償却累
計額相当額 
(百万円) 

期末残高相
当額 
(百万円) 

機械・運搬
具・工具器具
備品 

298 217 81

無形固定資
産 

15 14 1

合計 314 231 83

  

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 74百万円

１年超 60 

 計 135 

１年内 45百万円

１年超 41 

 計 86 

  

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 118百万円

減価償却費相当額 112 

支払利息相当額 3 

支払リース料 79百万円

減価償却費相当額 75 

支払利息相当額 1 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

同左  

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。 

同左  

    （減損損失について） 

   リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

 
前連結会計年度

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額
（百万円） 

取得原価
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 
      

株式 399 615 216 1,480 2,920 1,439 

債券       

国債・地方債・社債 16 17 0 － － － 

小計 416 632 216 1,480 2,920 1,439 

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 
      

株式 1,083 1,042 △41 4 3 △1 

合計 1,500 1,675 175 1,485 2,923 1,438 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

売却額（百万円） 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額
（百万円） 

売却額（百万円）
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額
（百万円） 

722 354 △45 17 0 － 

  

  

  

前連結会計年度
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

連結貸借対照表計上額(百万円) 連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券   

非上場株式 1,075 1,074 

 
前連結会計年度

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

種類 
１年以内 

（百万円） 

１年超５年

以内 

(百万円) 

５年超10年

以内 

(百万円) 

10年超 

（百万円） 

１年以内 

（百万円） 

１年超５年

以内 

(百万円) 

５年超10年

以内 

(百万円) 

10年超 

（百万円） 

債券         

国債・地方債 14 － － － － － － －

社債 2 20 － － － 20 － －

合計 17 20 － － － 20 － －



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

 当社グループは、デリバティブ取引を行っていないの

で、該当事項はありません。 

 当社グループは、デリバティブ取引を行っていないの

で、該当事項はありません。 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けており、国内連結子会社

は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。 

 また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない

割増退職金を支払う場合があります。 

 なお、当社においては退職給付信託を設定しております。 

２．退職給付債務及びその内訳                       （単位：百万円） 

（注）国内連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

３．退職給付費用の内訳                          （単位：百万円） 

（注） 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上しております。 

４．退職給付債務等の計算基礎に関する事項 

  
前連結会計年度

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

（1）退職給付債務 △13,345 △12,733 

（2）年金資産 5,344 6,593 

（3）未積立退職給付債務（1）＋（2） △8,000 △6,139 

（4）未認識数理計算上の差異 982 △26 

（5）連結貸借対照表計上額純額 

（3）＋（4） 
△7,018 △6,166 

（6）退職給付引当金 △7,018 △6,166 

  
前連結会計年度

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

退職給付費用 1,397 1,163 

(1)勤務費用 722 722 

(2)利息費用 338 324 

(3)期待運用収益（減算） 151 163 

(4)数理計算上の差異の費用処理額 90 91 

(5)その他（割増退職金等） 397 187 

 
前連結会計年度

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

(1)割引率（％） 2.5 2.5 

(2)期待運用収益率（％） 年金資産 3.5 3.5 

 退職給付信託 1.0 1.0 

(3)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左   

(4)数理計算上の差異の処理年数（年） 15 15 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産 百万円

繰越欠損金 4,460 

貸倒引当金繰入限度超過額 1,566 

賞与引当金否認 182 

退職給付引当金限度超過額 2,980 

役員退職慰労引当金否認 277 

投資有価証券評価損否認 76 

販売用不動産評価損否認 693 

ゴルフ会員権評価損否認 282 

工事進行基準損失否認 39 

内部取引未実現利益消去 225 

工事損失引当金否認 95 

その他 1,683 

繰延税金資産小計 12,563 

評価性引当額 △7,487 

繰延税金資産合計 5,075 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 71 

その他 35 

繰延税金負債合計 106 

繰延税金資産の純額 4,968 

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下

の項目に含まれております。 

 百万円

流動資産－繰延税金資産 484 

固定資産－繰延税金資産 4,483 

上記のほか、「再評価に係る繰延税金負債」として

計上している土地の再評価に係る繰延税金資産及び繰

延税金負債の内訳は以下のとおりです。 

 百万円

土地の再評価に係る繰延税金資産 1,608 

評価性引当額 △1,608 

繰延税金資産の合計 － 

土地の再評価に係る繰延税金負債 2,501 

繰延税金負債の純額 2,501 

繰延税金資産 百万円

繰越欠損金 4,964 

貸倒引当金繰入限度超過額 1,427 

賞与引当金否認 156 

退職給付引当金限度超過額 2,727 

役員退職慰労引当金否認 194 

減損損失 886 

投資有価証券評価損否認 59 

販売用不動産評価損否認 235 

ゴルフ会員権評価損否認 280 

工事進行基準損失否認 147 

内部取引未実現利益消去 224 

工事損失引当金否認 130 

その他 1,963 

繰延税金資産小計 13,399 

評価性引当額 △9,324 

繰延税金資産合計 4,074 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 585 

その他 8 

繰延税金負債合計 594 

繰延税金資産の純額 3,480 

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下

の項目に含まれております。 

 百万円

流動資産－繰延税金資産 743 

固定資産－繰延税金資産 2,737 

上記のほか、「再評価に係る繰延税金負債」として

計上している土地の再評価に係る繰延税金資産及び繰

延税金負債の内訳は以下のとおりです。 

 百万円

土地の再評価に係る繰延税金資産 1,277 

評価性引当額 △1,277 

繰延税金資産の合計 － 

土地の再評価に係る繰延税金負債 2,294 

繰延税金負債の純額 2,294 

 



前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の主要項

目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の主要項

目別の内訳 

 税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載

を省略しております。 

 税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載

を省略しております。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 当社の建設事業の連結売上高、営業利益及び資産の金額は、いずれも全セグメントに占める割合が90％

超であるため、連結財務諸表規則様式第一号（記載上の注意14）に基づき、事業の種類別セグメント情報

の記載をしておりません。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当社の建設事業の連結売上高、営業利益及び資産の金額は、いずれも全セグメントに占める割合が90％

超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載をしておりません。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額

に占める割合がいずれも90％超であるため、連結財務諸表規則様式第二号（記載上の注意11）に基づき、

所在地別セグメント情報を記載しておりません。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額

に占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報を記載しておりません。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、連結財務諸表規則様式第三号（記載上の注意５）に

基づき、海外売上高を記載しておりません。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高を記載しておりません。 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 １ 親会社及び法人主要株主等 

 取引条件及び取引条件の決定方針等 

  債務保証については、三菱マテリアル㈱の割賦未払金に対するものであります。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 １ 親会社及び法人主要株主等 

 取引条件及び取引条件の決定方針等 

  債務保証については、三菱マテリアル㈱の割賦未払金に対するものであります。 

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金
(百万円)

事業の内
容 

議決権等
の被所有
割合 
（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
（百万円）

役員
の兼
任等 

事業上
の関係 

その他

の関係

会社 

三菱マ

テリア

ル㈱ 

東京都 

千代田

区 

99,396 非鉄金属 
直接 40.0 

間接  1.4 

兼任 

１人 

転籍 

５人 

当社へ

の工事

の発

注・建

設資材

等の販

売並び

に不動

産賃借

等 

債務保証 1,034 － － 

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金
(百万円)

事業の内
容 

議決権等
の被所有
割合 
（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
（百万円）

役員
の兼
任等 

事業上
の関係 

その他

の関係

会社 

三菱マ

テリア

ル㈱ 

東京都 

千代田

区 

101,752 非鉄金属 
直接 40.0 

間接  1.5 

兼任 

１人 

転籍 

３人 

当社へ

の工事

の発

注・建

設資材

等の販

売並び

に不動

産賃借

等 

債務保証 1,010 － － 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額  791円17銭

１株当たり当期純損失金額   44円20銭

１株当たり純資産額 732円57銭

１株当たり当期純損失金額  85円41銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、当期純損失が計上されているため記載しておりま

せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、当期純損失が計上されているため記載しておりま

せん。 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当期純損失（百万円） 1,408 2,752 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 24 15 

（うち利益処分による役員賞与金） (24) (15) 

普通株式に係る当期純損失（百万円） 1,432 2,767 

期中平均株式数（株） 32,408,436 32,407,082 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。  同左 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率の算定方法は、期末借入金残高の加重平均利率により算出しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとお  

りであります。 

(2）【その他】 

①決算日以後の状況 

 該当事項はありません。 

②重要な訴訟等 

イ．当社は、当社を代表者とする共同企業体が過去に施工した建物の瑕疵を原因として、発注者より中央建設工事

紛争審査会に補修費用等の支払いを求める仲裁の申立を受け、現在仲裁審理中であります。 

ロ．当社は、国土交通省関東地方整備局及び同近畿地方整備局並びに福島県が発注するプレストレスト・コンクリ

ートによる橋梁の新設工事の入札に関し、平成16年10月15日付で公正取引委員会から、他建設会社22社ととも

に、独占禁止法の定めに基づく排除勧告を受けました。同排除勧告については、当社ほか全社が不応諾として

現在、公正取引委員会において審判中であります。 

区分 
前期末残高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限

短期借入金 17,482 17,611 0.9 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 1,119 593 1.6 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 470 102 1.3  平成19年 

合計 19,071 18,306 － － 

  
１年超２年以内
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内
（百万円） 

長期借入金 102 － － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前   期 

（平成17年３月31日） 
当   期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

現金及び預金   17,439   12,871  

受取手形   5,188   6,175  

完成工事未収入金   35,573   46,986  

有価証券 ※６  14   －  

販売用不動産   978   316  

未成工事支出金   19,890   17,773  

仕掛品   740   1,121  

兼業事業支出金   3   0  

材料貯蔵品   171   175  

前払費用   142   190  

繰延税金資産   470   732  

未収入金   5,819   5,677  

未収消費税等   19   －  

未収収益   6   6  

関係会社短期貸付金   2,503   2,736  

従業員に対する短期債
権 

  21   13  

立替金   114   55  

その他   956   592  

貸倒引当金   △246   △418  

流動資産合計   89,809 76.6  95,006 79.8

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

建物  6,860   6,234   

減価償却累計額  3,283 3,577  3,447 2,786  

構築物  1,806   1,647   

減価償却累計額  1,282 524  1,321 326  

機械装置  8,053   7,620   

減価償却累計額  6,633 1,419  6,788 831  

車両運搬具  460   448   

減価償却累計額  300 160  355 92  

工具器具・備品  1,752   1,802   

減価償却累計額  1,431 321  1,528 274  

土地 ※３  11,520   10,626  

建設仮勘定   5   9  

有形固定資産合計   17,528 14.9  14,947 12.5

 



  
前   期 

（平成17年３月31日） 
当   期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

２．無形固定資産   88 0.1  86 0.1

３．投資その他の資産        

投資有価証券    2,478   3,376  

関係会社株式   881   1,233  

出資金   2   1  

関係会社出資金   46   46  

長期貸付金   20   20  

従業員に対する長期
貸付金 

  142   124  

関係会社長期貸付金   964   200  

破産債権、更生債権
等 

※７  2,757   2,671  

長期前払費用   4   2  

繰延税金資産   4,171   2,467  

長期差入保証金   993   1,115  

その他   738   530  

投資損失引当金   △76   △76  

貸倒引当金   △3,262   △2,713  

投資その他の資産合計   9,863 8.4  9,001 7.6

固定資産合計   27,480 23.4  24,035 20.2

資産合計   117,289 100.0  119,042 100.0

        

 



  
前   期 

（平成17年３月31日） 
当   期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

支払手形 ※４  19,296   19,484  

工事未払金 ※４  19,513   24,841  

短期借入金   18,249   17,793  

未払金   734   410  

未払費用   260   256  

未払法人税等   235   147  

未成工事受入金   15,344   15,087  

預り金   1,592   2,937  

賞与引当金   397   331  

完成工事補償引当金   133   123  

工事損失引当金   234   316  

設備関係支払手形及び
未払金 

  7   38  

その他   20   22  

流動負債合計   76,019 64.8  81,789 68.7

Ⅱ 固定負債        

長期借入金   470   102  

退職給付引当金   6,836   5,954  

役員退職慰労引当金   566   403  

再評価に係る繰延税金
負債 

※３  2,501   2,294  

その他   56   10  

固定負債合計   10,430 8.9  8,766 7.4

負債合計   86,450 73.7  90,555 76.1

 



  
前   期 

（平成17年３月31日） 
当   期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※１  4,218 3.6  4,218 3.5

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  8,780   8,780   

２．その他資本剰余金        

（１）自己株式処分差益  0   0   

資本剰余金合計   8,780 7.5  8,780 7.4

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  506   506   

２．任意積立金        

（１）買換資産圧縮積立金  2,224   －   

（２）別途積立金  14,600   14,600   

３．当期未処分利益  770   －   

４．当期未処理損失  －   617   

利益剰余金合計   18,101 15.4  14,488 12.2

Ⅳ 土地再評価差額金 ※３  △308 △0.3  204 0.2

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

  104 0.1  853 0.7

Ⅵ 自己株式 ※２  △57 △0.0  △58 △0.1

資本合計   30,838 26.3  28,487 23.9

負債・資本合計   117,289 100.0  119,042 100.0



②【損益計算書】 

  
前   期 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当   期 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高        

完成工事高  138,668   140,468   

兼業事業売上高  5,146 143,814 100.0 3,655 144,124 100.0

Ⅱ 売上原価        

完成工事原価  125,898   129,240   

兼業事業売上原価  5,034 130,933 91.0 3,543 132,784 92.1

売上総利益        

完成工事総利益  12,769   11,227   

兼業事業総利益  111 12,881 9.0 112 11,339 7.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１       

役員報酬  387   279   

従業員給料手当  5,248   4,646   

賞与引当金繰入額  108   88   

退職給付費用  395   374   

役員退職慰労引当金繰

入額 
 128   115   

法定福利費  715   669   

福利厚生費  240   217   

修繕維持費  3   6   

事務用品費  165   139   

通信交通費  754   717   

動力用水光熱費  42   39   

調査研究費  918   775   

広告宣伝費  58   58   

交際費  356   312   

寄付金  41   61   

地代家賃  540   535   

貸倒引当金繰入額  －   21   

減価償却費  156   134   

租税公課  240   193   

保険料  32   31   

雑費  1,393 11,927 8.3 1,372 10,792 7.5

営業利益   954 0.7  546 0.4

 



  
前   期 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当   期 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益        

受取利息 ※２ 48   50   

受取配当金 ※３ 140   118   

貸与料収入 ※４ 52   52   

受取特許料  15   1   

その他 ※５ 121 378 0.2 89 312 0.2

Ⅴ 営業外費用        

支払利息  130   106   

貸倒引当金繰入額  －   14   

支払保証料  50   50   

その他  101 282 0.2 31 202 0.1

経常利益   1,049 0.7  656 0.5

Ⅵ 特別利益        

    貸倒引当金戻入益   －   33   

信託受益権売却益   －   65   

投資有価証券売却益  354   －   

ゴルフ会員権売却益  1   0   

その他  3 360 0.3 10 110 0.1

Ⅶ 特別損失        

固定資産除却損 ※６ 11   1   

減損損失 ※７ －   2,222   

退職特別加算金  397   187   

貸倒引当金繰入額  606   164   

ゴルフ会員権評価損  14   8   

投資有価証券評価損  188   10   

関係会社株式評価損  －   26   

販売用不動産評価損  525   －   

投資損失引当金繰入額  76   －   

その他  335 2,155 1.5 14 2,635 1.8

税引前当期純損失   745 0.5  1,869 1.3

法人税、住民税及び事

業税 
 145   161   

法人税等調整額  340 485 0.4 721 882 0.6

当期純損失   1,231 0.9  2,751 1.9

前期繰越利益   1,363   2,808  

土地再評価差額金取崩

額 
  799   △512  

中間配当額   162   162  

当期未処分利益   770   －  

当期未処理損失   －   617  

        



（完成工事原価報告書） 

 脚注 (1）原価計算の方法は、個別原価計算により受注工事毎に原価を、材料費、労務費、外注費及び経費の各要素に

分類集計しております。 

(2）振替部材費は請負工事契約に基づく工事用部材を工場で生産した原価であり、製造原価より振替額のうち完

成工事分であります。 

  
前   期 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当   期 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

材料費  19,875 15.8 22,326 17.3 

労務費  1,232 1.0 1,346 1.0 

（うち労務外注費）  － － － －

外注費  78,062 62.0 81,172 62.8 

経費  19,921 15.8 19,367 15.0 

（うち人件費）  (6,664) (5.3) (6,483) (5.0)

振替部材費  6,806 5.4 5,027 3.9 

計  125,898 100.0 129,240 100.0 



（兼業事業売上原価明細書） 

 脚注 (1）原価計算の方法は、製品製造原価については個別実際原価計算、不動産事業売上原価については個別原価計

算であります。 

 ただし、製品製造原価における型枠消耗費は使用回数、また賃金、コンクリート部門費、補助材料部門費

及び間接費は生産屯数に基づき、それぞれ予定率で原価に算入しております。 

(2)（注１）他勘定よりの振替高の内訳は次のとおりであります。 

（注２）他勘定への振替高の内訳は次のとおりであります。 

  
前   期 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当   期 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

材料費  3,858 40.5 3,017 39.6 

労務費  2,406 25.3 2,037 26.7 

（うち社外工）  (1,656) (17.4) (1,369) (18.0)

経費  3,252 34.2 2,568 33.7 

（うち減価償却費）  (416) (4.4) (208) (2.7)

当期総製造費用  9,516 100.0 7,623 100.0 

期首仕掛品たな卸高  1,022  740  

他勘定よりの振替高 (注1) 404  214  

他勘定への振替高 (注2) 5,713  4,713  

計  5,230  3,865  

期末仕掛品たな卸高  740  1,121  

当期製品製造原価  4,489  2,744  

不動産事業売上原価  544  799  

兼業事業売上原価 計  5,034  3,543  

 前   期 当   期 

１．設計部門費割掛費 338百万円    124百万円 

２．社内機器損料ほか 65 89 

計 404 214 

 前   期 当   期 

１．未成工事支出金勘定 5,605百万円      4,663百万円 

２．研究開発費ほか 108 49 

計 5,713 4,713 



③【利益処分計算書】 

  
前  期 

（平成17年６月29日） 
株主総会決議 

当  期 
（平成18年６月29日） 
株主総会決議 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   770  －

   当期未処理損失   －  617

Ⅱ 任意積立金取崩額      

買換資産圧縮積立金取崩
額 

 2,224  －  

 別途積立金取崩額  － 2,224 1,600 1,600

合計   2,994  982

Ⅲ 利益処分額      

株主配当金  162
 (普通株式１株に
つき5円)  

162 
 (普通株式１株に
つき5円)  

取締役賞与金  24 186 15 177

Ⅳ 次期繰越利益   2,808  805



重要な会計方針 

項目 
前   期

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当   期 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

……移動平均法による原価法 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

……決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定しております） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

……移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

 (2)たな卸資産 

販売用不動産・未成工事支出金・仕掛

品・兼業事業支出金 

……個別法による原価法 

(2)たな卸資産 

販売用不動産・未成工事支出金・仕掛

品・兼業事業支出金 

同左 

 材料貯蔵品 

……移動平均法による原価法 

材料貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 

 ……定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）につい

ては、定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の通りであ

ります。 

建物     15年～50年 

機械装置   ７年～12年 

(1)有形固定資産 

同左 

 (2)無形固定資産 

 ……定額法 

 ただし、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。 

(2)無形固定資産 

同左 

３．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為

替相場により円貨に換算し換算差額は損益

として処理しております。 

同左 

 



項目 
前   期

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当   期 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

４．引当金の計上基準 (1)投資損失引当金 

 関係会社への投資に係る損失に備える

ため当該会社の財政状態を勘案して必要

額を計上しております。 

(1)投資損失引当金 

同左 

 (2)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し回収不能見込額

を計上しております。 

(2)貸倒引当金 

同左 

 (3)賞与引当金 

 従業員に支給する賞与に充てるため、

支給見込額に基づき計上しております。 

(3)賞与引当金 

同左 

 (4)完成工事補償引当金 

 完成工事等にかかる瑕疵担保等の費用

に充てるため完成工事高の1000分の１を

計上しております。 

(4)完成工事補償引当金 

同左 

 (5)工事損失引当金 

 手持工事等のうち損失の発生が見込ま

れるものについて、将来の損失に備える

ため、その損失見込額を計上しておりま

す。 

(5)工事損失引当金 

同左 

 (6)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。 

 また、数理計算上の差異は、各期の発

生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（15年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌期

から費用処理することとしております。 

(6)退職給付引当金 

同左 

 (7)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に充てるた

め、内規による期末要支給額を計上して

おります。 

(7)役員退職慰労引当金 

 役員及び執行役員の退職慰労金の支給

に充てるため、内規による期末要支給額

を計上しております。 

５．完成工事高の計上基準  完成工事高の計上は、工事完成基準によ

っておりますが、長期大型工事（工期１年

以上かつ請負金額５億円以上）について

は、工事進行基準を適用しております。 

 なお、工事進行基準によった完成工事高

は、48,178百万円であります。 

同左 

 

 

 

 なお、工事進行基準によった完成工事高

は、53,686百万円であります。 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 

７．消費税等の会計処理  税抜方式によっております。 同左 



会計処理方法の変更 

前   期
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当   期 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

 ―――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当期より、「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業

会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号 

平成15年10月31日)を適用しております。これにより営業

利益及び経常利益は99百万円増加し、税引前当期純損失

は、2,123百万円増加しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等

規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前   期
（平成17年３月31日） 

当   期 
（平成18年３月31日） 

※１ 会社が発行する株式の総数 110,000千株

    普通株式 102,500千株

    第一種後配株式 7,500千株

   発行済株式の総数 40,037千株

    普通株式 32,537千株

    第一種後配株式 7,500千株

※１ 会社が発行する株式の総数 110,000千株

    普通株式 102,500千株

    第一種後配株式 7,500千株

   発行済株式の総数 40,037千株

    普通株式 32,537千株

    第一種後配株式 7,500千株

※２ 自己株式 ※２ 自己株式 

  当社が保有する自己株式の数は、普通株式129,642株

であります。 

  当社が保有する自己株式の数は、普通株式131,406株

であります。 

※３ 「土地の再評価に関する法律」（平成10年3月31日

公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の

一部を改正する法律」（平成13年3月31日公布法律第

19号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、評価差

額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再

評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、

これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資

本の部に計上しております。 

※３ 「土地の再評価に関する法律」（平成10年3月31日

公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の

一部を改正する法律」（平成13年3月31日公布法律第

19号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、評価差

額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再

評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、

これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資

本の部に計上しております。 

再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年3月

31日公布政令第119号）第2条第3号に定める固定資産

税評価額に基づき算出する方法によっております。 

再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年3月

31日公布政令第119号）第2条第3号に定める固定資産

税評価額に基づき算出する方法によっております。 

再評価を行った年月日 平成14年3月31日

再評価を行った土地の期末における時

価と再評価後の帳簿価額との差額 
△2,288百万円

再評価を行った年月日 平成14年3月31日

再評価を行った土地の期末における時

価と再評価後の帳簿価額との差額 
△2,010百万円

※４ 関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対する主なものは次のとおりであります。 

※４ 関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対する主なものは次のとおりであります。 

支払手形 30百万円

工事未払金 1,240 

支払手形 613百万円

工事未払金 1,506 

 ５ 偶発債務 

 (1)下記会社の銀行借入金等に対し債務保証を行ってお

ります。 

 ５ 偶発債務 

 (1)下記会社の銀行借入金等に対し債務保証を行ってお

ります。 

㈱コンポニンド・ベトンジャヤ 359百万円

内、87百万円は外貨建であります。 

(815,895US$) 

㈱コンポニンド・ベトンジャヤ 477百万円

内、205百万円は外貨建であります。 

(1,747千US$) 

 (2)取引先の銀行借入金に対し保証を行っております。 

財団法人田附興風会 449百万円

㈱大空リサイクルセンター 82 

計 531 

 (2)取引先の銀行借入金に対し保証を行っております。 

㈱大空リサイクルセンター 26百万円

    

 (3)関係会社の割賦未払金に対する債務保証を行ってお

ります。 

三菱マテリアル㈱ 1,034百万円

 (3)関係会社の割賦未払金に対する債務保証を行ってお

ります。 

三菱マテリアル㈱ 1,010百万円

 



前   期
（平成17年３月31日） 

当   期 
（平成18年３月31日） 

 (4)取引先の手付金に対し保証を行っております。 

㈱環商事 239百万円

㈱グランイーグル 155 

㈱ゴールドクレスト 23  

計 418  

 (4)取引先の手付金に対し保証を行っております。 

㈱環商事 607百万円

㈱アスコット 170  

㈱サンシティ 101  

㈱グランイーグル 72 

計 950  

 (5)個人（５名）の住宅ローンに対する債務保証を行っ

ております。 

  0百万円

 (5)        ―――――― 

※６ 下記の資産は、差入保証金代用として、東京法務局

に差入れております。 

※６         ―――――― 

有価証券 14百万円  

※７ 破産債権、更生債権等 

内訳 

※７ 破産債権、更生債権等 

内訳 

破産債権・更生債権 479百万円

長期滞留債権 2,083  

長期分割返済債権 194  

破産債権・更生債権 440百万円

長期滞留債権 2,064  

長期分割返済債権 166  

 ８ 配当制限 

配当可能利益から控除することとされている商法施

行規則第124条第３号に規定する時価を付したこと

により増加した純資産額は104百万円であります。 

 ８ 配当制限 

配当可能利益から控除することとされている商法施

行規則第124条第３号に規定する時価を付したこと

により増加した純資産額は853百万円であります。 

なお、土地再評価差額金は、土地の再評価に関する

法律第７条の２第１項の規定により、配当に充当す

ることが制限されております。 

 ９ 貸出コミットメント 

運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と

貸出コミットメント契約を締結しております。 

当期末における貸出コミットメント契約に係る借入

未実行残高等は次のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 3,500百万円

借入実行残高 3,500 

差引額 －  

 ９ 貸出コミットメント 

運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と

貸出コミットメント契約を締結しております。 

当期末における貸出コミットメント契約に係る借入

未実行残高等は次のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 3,500百万円

借入実行残高 3,500 

差引額 －  



（損益計算書関係） 

前   期
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当   期 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

※１ 研究開発費 

一般管理費及び当期製造総費用に含まれる研究開発

費の総額は918百万円であります。 

※１ 研究開発費 

一般管理費及び当期製造総費用に含まれる研究開発

費の総額は775百万円であります。 

※２ 受取利息には関係会社からのものが34百万円含まれ

ております。 

※２ 受取利息には関係会社からのものが31百万円含まれ

ております。 

※３ 受取配当金には関係会社からのものが118百万円含

まれております。 

※３ 受取配当金には関係会社からのものが 94百万円含

まれております。 

※４ 貸与料収入には関係会社からのものが13百万円含ま

れております。 

※４ 貸与料収入には関係会社からのものが13百万円含ま

れております。 

※５ 営業外収益のその他の内訳は次のとおりでありま

す。 

※５ 営業外収益のその他の内訳は次のとおりでありま

す。 

スクラップ売却益 22百万円

その他 98 

計 121 

為替差益 27百万円

その他 62 

計 89 

 



前   期
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当   期 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

※６ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※６ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 1百万円

構築物 0 

機械装置 2 

車両運搬具 0 

工具器具・備品 6 

計 11 

構築物 0百万円

機械装置 0 

車両運搬具 0 

工具器具・備品 0 

計 1 

※７       ―――――― 

  

※７ 減損損失   

    当社は、固定資産を共用資産、事業用資産、工場

資産、遊休資産に分類しさらに、共用資産、事業用

資産については支店ごとに、工場資産については工

場ごとにグルーピングしております。 

 これらの資産グループのうち、受注環境悪化によ

り投資資金の回収が困難であると判断される工場資

産及び不動産の時価の著しく下落した資産について

は、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失として特別損失に計上しました。 

 減損損失の金額は2,222百万円であり、その内訳

は、建物645百万円、構築物166百万円、機械装置

485百万円、車両運搬具5百万円、工具器具備品25百

万円、土地894百万円であります。 

 

    なお、回収可能価額は、正味売却価額を使用して

おり、不動産鑑定評価基準に基づく不動産鑑定士か

らの評価額から建物等の処分費用見込額を差し引い

て算定しており、帳簿価額の重要性が低い資産につ

いては固定資産税評価額を使用しております。 

用途  場所  種類 減損損失 

（百万円）

コンクリート 

製品製造設備 

銭函工場 

北海道小樽市 土地・建物等 193

コンクリート 

製品製造設備 

神町工場 

山形県東根市 
建物等 86

コンクリート 

製品製造設備 

七尾工場 

石川県七尾市 土地・建物等 349

コンクリート 

製品製造設備 

兵庫工場 

兵庫県加西市 
土地・建物等 963

コンクリート 

製品製造設備 

久留米工場 

福岡県久留米市 土地・建物等 347

コンクリート 

製品製造設備 

宮崎工場 

宮崎県日向市 建物等 266

その他 
岩手県北上市 

他１件 
土地 16



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前 期 

 当期（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは

ありません。 

当 期 

 当期（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは

ありません。 

前   期
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当   期 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
(百万円) 

減価償却累
計額相当額 
(百万円) 

期末残高相
当額 
(百万円) 

機械装置 75 59 16

車両運搬具 148 81 67

工具器具・

備品 
145 106 39

無形固定資

産 
19 14 4

合計 389 261 127

取得価額相
当額 
(百万円) 

減価償却累
計額相当額 
(百万円) 

期末残高相
当額 
(百万円) 

機械装置 20 12 7

車両運搬具 136 81 54

工具器具・

備品 
130 114 15

無形固定資

産 
9 8 0

合計 296 218 78

  

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 72百万円

１年超 60 

 計 132 

１年内 42百万円

１年超 39 

 計 81 

  

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 115百万円

減価償却費相当額 109 

支払利息相当額 3 

支払リース料 75百万円

減価償却費相当額 72 

支払利息相当額 1 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

同左  

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。 

同左  

   （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 



（税効果会計関係） 

前   期
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当   期 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産 百万円

繰越欠損金 4,353 

貸倒引当金繰入限度超過額 1,546 

賞与引当金否認 161 

退職給付引当金限度超過額 2,916 

役員退職慰労引当金否認 230 

投資損失引当金否認 30 

投資有価証券評価損否認 74 

関係会社株式評価損否認 398 

販売用不動産評価損否認 693 

ゴルフ会員権評価損否認 273 

工事進行基準損失否認 39 

工事損失引当金否認 95 

その他 1,620 

繰延税金資産小計 12,435 

評価性引当額 △7,687 

繰延税金資産の合計 4,747 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 71 

その他 35 

繰延税金負債の合計 106 

繰延税金資産の純額 4,641 

上記のほか、「再評価に係る繰延税金負債」として

計上している土地の再評価に係る繰延税金資産及び繰

延税金負債の内訳は以下のとおりです。 

 百万円

土地の再評価に係る繰延税金資産 1,608 

評価性引当額 △1,608 

繰延税金資産の合計 － 

土地の再評価に係る繰延税金負債 2,501 

繰延税金負債の純額 2,501 

繰延税金資産 百万円

繰越欠損金 4,560 

貸倒引当金繰入限度超過額 1,404 

賞与引当金否認 134 

退職給付引当金限度超過額 2,653 

役員退職慰労引当金否認 164 

減損損失 842 

投資損失引当金否認 30 

投資有価証券評価損否認 57 

関係会社株式評価損否認 611 

販売用不動産評価損否認 235 

ゴルフ会員権評価損否認 271 

工事進行基準損失否認 147 

工事損失引当金否認 128 

その他 1,918 

繰延税金資産小計 13,162 

評価性引当額 △9,369 

繰延税金資産の合計 3,793 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 585 

その他 8 

繰延税金負債の合計 594 

繰延税金資産の純額 3,199 

上記のほか、「再評価に係る繰延税金負債」として

計上している土地の再評価に係る繰延税金資産及び繰

延税金負債の内訳は以下のとおりです。 

 百万円

土地の再評価に係る繰延税金資産 1,277 

評価性引当額 △1,277 

繰延税金資産の合計 － 

土地の再評価に係る繰延税金負債 2,294 

繰延税金負債の純額 2,294 

 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前   期
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当   期 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の主要項

目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の主要項

目別の内訳 

 税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略

しております。 

 税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略

しております。 

前   期
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当   期 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 772円15銭

１株当たり当期純損失金額 38円74銭

１株当たり純資産額 713円48銭

１株当たり当期純損失金額 85円37銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、当期純損失が計上されているため記載しておりま

せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、当期純損失が計上されているため記載しておりま

せん。 

  
前   期

(自平成16年４月１日 
 至平成17年３月31日) 

当   期 
(自平成17年４月１日 
 至平成18年３月31日) 

当期純損失（百万円） 1,231 2,751 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 24 15 

（うち利益処分による役員賞与金） (24) (15) 

普通株式に係る当期純損失（百万円） 1,255 2,766 

期中平均株式数（株） 32,408,436 32,407,082 

前  期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当  期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。  同左 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

㈱大林組 530,000 507 

三菱自動車工業㈱ 1,646,000 409 

東京応化工業㈱ 100,698 368 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グルー

プ 
188.37 339 

㈱みずほフィナンシャルグループ 300 300 

宇宙通信㈱ 2,000 200 

三菱倉庫㈱ 100,000 188 

三菱製鋼㈱ 200,000 157 

首都圏新都市鉄道㈱ 3,000 150 

関西国際空港㈱ 1,540 63 

その他（68銘柄） 722,178.54 672 

計 3,305,904.91 3,356 

銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額
（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 
㈱協和コンサルタンツ無担保社債 20 20 

計 20 20 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

    ２．無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。 

    ３．長期前払費用の（ ）内の金額は、１年以内に償却する額であり、貸借対照表では「前払費用」に含めて表

示しております。 

資産の種類 
前期末残高 

（百万円） 

当期増加額 

（百万円） 

当期減少額 

（百万円） 

当期末残高 

（百万円） 

当期末減価償

却累計額又は

償却累計額 

(百万円) 

当期償却額 

（百万円） 

差引当期末残

高 

（百万円） 

有形固定資産        

建物 6,860 18 
645 

(645) 
6,234 3,447 163 2,786 

構築物 1,806 9 
167 

(166) 
1,647 1,321 39 326 

機械装置 8,053 56 
490 

(485) 
7,620 6,788 156 831 

車両運搬具 460 1 
13 

(5) 
448 355 63 92 

工具器具・備品 1,752 78 
28 

(25) 
1,802 1,528 99 274 

土地 11,520 － 
894 

(894) 
10,626 － － 10,626 

建設仮勘定 5 179 175 9 － － 9 

計 30,459 343 
2,414 

(2,222) 
28,388 13,440 522 14,947 

無形固定資産 － － － 96 10 2 86 

長期前払費用 198 0 195 3 0 0 
2 

(0) 



【資本金等明細表】 

 （注） １．期末日現在における自己株式数は 131,406株であります。 

     ２．単元未満株の処分によるものであります。 

     ３. 当期減少額は前期決算の利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額（その他）は、回収及び一般債権の貸倒実績率による洗替によるものであります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金      （百万円） 4,218 － － 4,218 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注）１ （株） (32,537,429) （－） （－） (32,537,429) 

普通株式 （百万円） 4,218 － － 4,218 

第一種後配株式 （株） (7,500,000) （－） （－） (7,500,000) 

第一種後配株式 （百万円） － － － － 

計 （株） (40,037,429) （－） （－） (40,037,429) 

計 （百万円） 4,218 － － 4,218 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金） 

株式払込剰余金 

  

（百万円）

  

3,654 

  

－ 

  

－ 

  

3,654 

合併差益 （百万円） 5,126 － － 5,126 

（その他資本剰余金） 

自己株式処分差益

（注）２ 

（百万円） 0 0 － 0 

計 （百万円） 8,780 0 － 8,780 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （百万円） 506 － － 506 

（任意積立金） 

買換資産圧縮積立金 

（注）３ 

（百万円） 2,224 － 2,224 － 

別途積立金 （百万円） 14,600 － － 14,600 

計 （百万円） 17,330 － 2,224 15,106 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

貸倒引当金 3,508 396 550 223 3,131 

投資損失引当金 76 － － － 76 

賞与引当金 397 331 397 － 331 

完成工事補償引当金 133 123 133 － 123 

工事損失引当金 234 284 202 － 316 

役員退職慰労引当金 566 115 278 － 403 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

①資産の部 

イ．現金預金 

ロ．受取手形 

(ａ)相手先別内訳 

(ｂ)決済月別内訳 

摘要 金額（百万円） 

現金 138 

預金  

当座預金 7,629 

普通預金 5,103 

計 12,732 

合計 12,871 

相手先 金額（百万円） 

㈱グランイーグル 1,550 

㈱ゴールドクレスト 690 

千代田化工建設㈱  396 

㈱ダイユーエイト  299 

五洋建設㈱ 241 

その他  2,997 

合計 6,175 

決済月 金額（百万円） 

平成18年４月 311 

５月 1,671 

６月 2,433 

７月 1,182 

８月 576 

合計 6,175 



ハ．完成工事未収入金 

(ａ)相手先別内訳 

(ｂ)滞留状況 

ニ．販売用不動産 

 販売用土地の主なものは次のとおりであります。 

相手先 金額（百万円） 

官公庁  

国土交通省 4,418 

福島県 1,046 

防衛施設庁 967 

その他 7,400 

計 13,832 

民間   

エスエフ天王洲開発特定目的会社 5,676 

丸紅株式会社 2,035 

三菱地所株式会社・NTT都市開発株式会社 1,913 

その他 23,528 

計 33,153 

合計 46,986 

計上期別 金額（百万円） 

平成18年３月期計上額 46,325 

平成17年３月期以前計上額 660 

合計 46,986 

区分 金額（百万円） 

土地 316 

合計 316 

地域 面積（㎡） 金額（百万円） 

関東地域  233,827.10 0 

九州地域  16,368.49 316 

合計 250,195.59 316 



ホ．未成工事支出金 

 当期末残高の内訳は次のとおりであります。 

へ．仕掛品 

ト．兼業事業支出金 

チ．材料貯蔵品 

前期末残高（百万円） 当期支出額（百万円）
完成工事原価への振替額

（百万円） 
当期末残高（百万円）

19,890 127,123 129,240 17,773 

材料費 3,658百万円 

労務費 185 

外注費 7,198 

経費 5,422 

工事用部材費 1,308 

 計 17,773 

土木 

建築（百万円） 計（百万円）
橋梁（百万円） 

枕木、軌道スラブ 
（百万円） 

その他（百万円）

132 215 200 572 1,121 

区分 金額（百万円） 

工事費 0 

合計 0 

品目 金額（百万円） 

ＰＣ鋼線・ＰＣ鋼棒 52 

棒鋼 44 

セメント 5 

砂 3 

砂利 3 

その他 65 

合計 175 



②負債の部 

イ．支払手形 

(ａ)相手先別内訳 

(ｂ)決済月別内訳 

ロ．工事未払金 

相手先 金額（百万円） 

㈱秦野製作所  613 

㈱メタルワン建材 432 

三菱商事建材㈱ 423 

芦沢商事㈱ 339 

㈱ハルテック 305 

その他  17,370 

合計 19,484 

決済月 金額（百万円） 

平成18年４月 5,433 

５月 5,003 

６月 4,190 

７月 4,522 

８月 248 

９月以降 86 

合計 19,484 

相手先 金額（百万円） 

㈱秦野製作所  495 

菱建商事㈱ 306 

㈱メタルワン建材 252 

㈱ニューテック 217 

㈱九電工 215 

その他  23,353 

合計 24,841 



ハ．短期借入金 

ニ．未成工事受入金 

 （注） 損益計算書の売上高144,124百万円と上記完成工事高及び製品売上高への振替高100,004百万円との差額  

44,119百万円は完成工事未収入金の当期発生額であります。なお、「①資産の部 ハ 完成工事未収入金－

(ｂ）滞留状況」の完成工事未収入金当期計上額46,325百万円との差額2,205百万円は消費税等部分の未収入金

であります。 

ホ．退職給付引当金 

(3）【その他】 

①決算日以後の状況 

 該当事項はありません。 

②重要な訴訟等 

イ．当社は、当社を代表者とする共同企業体が過去に施工した建物の瑕疵を原因として、発注者より中央建設工事

紛争審査会に補修費用等の支払いを求める仲裁の申立を受け、現在仲裁審理中であります。 

ロ．当社は、国土交通省関東地方整備局及び同近畿地方整備局並びに福島県が発注するプレストレスト・コンクリ

ートによる橋梁の新設工事の入札に関し、平成16年10月15日付で公正取引委員会から、他建設会社22社ととも

に、独占禁止法の定めに基づく排除勧告を受けました。同排除勧告については、当社ほか全社が不応諾として

現在、公正取引委員会において審判中であります。 

借入先 金額（百万円） 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 5,300 

㈱みずほ銀行 5,200 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 4,900 

㈱三井住友銀行 1,000 

㈱みずほ信託銀行 500 

㈱あおぞら銀行 300 

計 17,200 

一年内返済予定長期借入金 593 

合計 17,793 

前期末残高（百万円） 当期受入高（百万円）
完成工事高及び兼業事業
売上高への振替高 
（百万円） 

当期末残高（百万円）

15,344 99,747 100,004 15,087 

区分 金額（百万円） 

退職給付債務 12,521 

年金資産 △6,593 

未認識数理計算上の差異 26 

合計 5,954 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月３１日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券、100,000株券、100株未満株券 

中間配当基準日 ９月３０日 

１単元の株式数 １００株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社全国各支店 

名義書換手数料 なし 

新券交付手数料 なし 

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社全国各支店 

野村證券株式会社全国本支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

１ 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第57期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出 

２ 半期報告書 

 （第58期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月20日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

 平成１７年６月２９日 

株式会社ピーエス三菱  

代表取締役社長 神田 徹 殿  

新日本監査法人 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 金田 英成  印 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 鈴木 啓之  印 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 野間  武  印 

あずさ監査法人 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 櫻井 憲二  印 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 阿部 隆哉  印 

 私共監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ピーエス三菱の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私共監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 私共監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私

共監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体

としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私共監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的

な基礎を得たと判断している。 

 私共監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社ピーエス三菱及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と私共監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

 平成１８年６月２９日 

株式会社ピーエス三菱  

代表取締役社長 延増 喬史 殿  

新日本監査法人 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 鈴木 啓之  印 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 氏原 修一  印 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 野間  武  印 

あずさ監査法人 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 櫻井 憲二  印 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 阿部 隆哉  印 

 私共監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ピーエス三菱の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私共監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 私共監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私

共監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体

としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私共監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的

な基礎を得たと判断している。 

 私共監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社ピーエス三菱及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報  

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度より固定資産の減損に

係る会計基準を適用して連結財務諸表を作成している。  

 会社と私共監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

 平成１７年６月２９日 

株式会社ピーエス三菱  

代表取締役社長 神田 徹 殿  

新日本監査法人 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 金田 英成  印 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 鈴木 啓之  印 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 野間  武  印 

あずさ監査法人 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 櫻井 憲二  印 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 阿部 隆哉  印 

 私共監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ピーエス三菱の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第５７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、私共監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 私共監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私

共監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私共監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。 

 私共監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ピーエス三菱の平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と私共監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

 平成１８年６月２９日 

株式会社ピーエス三菱  

代表取締役社長 延増 喬史 殿  

新日本監査法人 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 鈴木 啓之  印 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 氏原 修一  印 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 野間  武  印 

あずさ監査法人 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 櫻井 憲二  印 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 阿部 隆哉  印 

 私共監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ピーエス三菱の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第５８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、私共監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 私共監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私

共監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私共監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。 

 私共監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ピーエス三菱の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理方法の変更に記載のとおり、会社は当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用して財務諸表を作成

している。 

 会社と私共監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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